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第１章 目的 

各国で地球温暖化対策が進む中、日本では二酸化炭素削減により低炭素社会づくり

を進めるため、次世代自動車（ハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池車、天然

ガス自動車等）の普及が進んでいる。 

次世代自動車の高電圧等に対する安全対策については、道路運送車両法に基づく道

路運送車両の保安基準第 17 条の２により、乗員の感電を防ぐことが義務付けられて

いる状況であるが、一方で次世代自動車が原型をとどめないほどの強い衝撃を受けた

場合などは感電のリスクが高まる。また、消防職員が救助活動を行う上でも、感電防

止策等に主眼を置いた安全管理体制が整備されることが望まれる。本検討会は、今後

も普及が進む次世代自動車による事故等への迅速な対応要領について検討し、安全に

配意した標準的な活動要領を示すものである。 

第２章 主な検討内容

■ 報告書の構成について

全消防本部を対象にした実態調査の結果から、近年の交通事故件数の減少により実

災害等の経験が少ない隊員に対する教育が課題である、という声が多く聞かれた。さ

らに、次世代自動車に限定すると事故件数は一層少なくなるため、実災害の経験がゼ

ロであるという消防本部もみられた。

これまでにも有識者や関係機関等による教育を実施している消防本部はあるが、継

続的な教育を実施している本部は少ない。今後、どのように統一された教育の場を提

供することができるのかが課題である。 

本検討会では、そのような課題を踏まえて検討項目を整理し、次世代自動車に特化

した項目（各車種の特徴、活動要領及び高電圧の遮断）については、「次世代自動車

事故等における消防機関の活動要領」としてまとめ、車の基本構造や電気の基礎知識

を参考資料として掲載することで、目的や技術レベルに応じて学ぶことのできる構成

にした。 

また、車両の基本構造や高電圧の遮断時の注意事項等を動画で確認することにより

知識と理解を深められるよう、教育用教材（DVD）を付録として添付した。 

■ 次世代自動車の主な危険性について

次世代自動車の最大のリスクは、高電圧システムに起因する感電危険と火災・爆発

危険である。ハイブリッド自動車、電気自動車及び燃料電池車は高電圧バッテリー（特

にリチウムイオンバッテリー）に関連する危険性があり、燃料電池車及び天然ガス自

動車は高圧ガスに関連する危険性がある。それぞれの危険性に対して、安全を確保す
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るため自動車メーカーによる様々な対策が取られているが、救助活動にかかる注意事

項等を検討し、救助及び火災活動時の手順をフローチャートで示した。 

各車種の動力の仕組みや主要部品等の基本構造についても記載することで、活動に

関連付けて学べるようにした。 

また、実態調査の結果から水没車両の救助活動時に感電危険に対する安全の判断が

つかないなどの意見が多く出ていたため、水没車両の高電圧バッテリーに関連する注

意事項を記載した。 

■ 安全管理対策について

各車両メーカーが作成しているレスキューマニュアルは、当該車両の仕様や各部品

の積載位置、その他安全を確保するための情報が掲載されており、１分１秒を争う事

故現場では安全かつ効率的な活動に繋がる非常に有用なツールである。 

実態調査の結果から、現場で事故車両に関する情報の入手が困難であるため、各部

品の位置が分からず対応に苦慮した事例が多くあがってきていた。そのため、早期に

レスキューマニュアルにアクセスし、事故車両の情報を迅速に把握するかが重要なポ

イントになると考えた。

現時点では一部の車両メーカーしか対応していないが、車両に貼付された QR コー

ドからレスキューマニュアルを確認できる仕組みがある。実態調査及び委員からもこ

の QR コードの仕組みの普及を求める意見が多く出ていたため、今後の交通救助活動

に繋げるための「提言」としてとりまとめた。 

また、参考資料として、主な次世代自動車のレスキューマニュアルのウェブサイト

をとりまとめ、QRコードを付加し現場活動時に活用できる仕様とした。 

■ 要救助者の社会復帰を踏まえた救出要領について

交通事故事案では、要救助者との接触時から負傷程度を正しく評価し、観察を継続

しながら予後を考慮した活動を行うことが、要救助者の社会復帰に非常に重要である。 

そのため、基礎知識として交通事故特有の外傷等を取り上げ、救出の際に必要な医

学的知識や概念について記載するとともに、要救助者救出時のアプローチ及び観察方

法、その他有効な資機材を使用した救出方法等の一例を示した。
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第３章 提言 

消防職員が安全に救助活動を行うための活動要領は第２編に示す通りであるが、その

実効性を確保するためには、自動車産業、消防の双方において「活動要領」の普及の定

着に向けた努力を続けていく必要がある。 

次世代自動車は日進月歩で技術革新が進んでいることを踏まえ、検討会では、このよ

うな変化に的確に対応するため、以下のとおり提言する。 

１ ハイブリッド自動車、電気自動車及び燃料電池自動車の救助活動時における救助

隊員等の安全を確保するために車両メーカーが対応すべき推奨実施事項（車両の識

別を可能にする仕様、高電圧駆動回路部位の識別を可能にする仕様等）が規定され

た JEVS（日本電動車両規格）が制定され、多くの自動車メーカーがその規格に準拠

して対応している。 

一方、一部の車両メーカーでは、給油口フラップ裏等に貼付された QR コードを

読み込むことで当該車両における救助活動に役立つ各種情報を得ることができる

独自の取組みが導入されている。 

このような取組みが、他の自動車メーカーにおいても広く取り入れるよう、JEVS

（日本電動車両規格）等において規定するなど、消防機関等の要望を反映し、安全

かつ迅速な救助活動につながる効果的な取組みがより一層推進されることが望ま

れる。 

２ 現状では、自動車販売店等の協力により次世代自動車に関する講習会（座学や実

技等）が全国各地の消防本部で散発的に行われているが、今後次々と開発される新

型車両について統一的な教育の場が提供できる体制整備が望まれる。 
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■検討会名簿

【委員】    （敬称略・五十音順） 

氏名 所属・役職等 

大塚 和利 横浜市消防局 警防部 警防課長 

木下 直樹 
一般社団法人 日本自動車工業会 電動車部会 

電気安全分科会長 

◎小林 恭一 東京理科大学 総合研究院教授 

関根 和弘 京都橘大学 健康科学部 救急救命学科教授 

髙橋 直人 公立諏訪東京理科大学 機械電気工学科非常勤講師 

高橋 昌志 
一般財団法人 日本自動車研究所 電動モビリティ研究部 

水素・電気安全グループ長 

田上 満 長岡市消防本部 次長 

土屋 英輔 豊田市消防本部 警防救急課長 

森田 拓志 全国消防長会 事業企画課長 

山﨑 孝章 国土交通省 自動車局 安全・環境基準課長 

山田  寿 東京消防庁 警防部 救助課長 ※令和２年９月 30日まで 

野呂瀬 亮一 東京消防庁 警防部 救助課長 ※令和２年 10月１日から 

吉田 克己 神戸市消防局 警防部 救助・特殊災害担当課長 

若原 誠一 一般社団法人 日本自動車連盟 ロードサービス部 技術課長 

渡邊 薫 仙台市消防局 警防部 警防課長 

◎座長



10 

【オブザーバー】  （敬称略・五十音順） 

小塩 真史 消防庁 消防・救急課 救急企画室 救急専門官 

喜多 光晴 消防庁 消防・救急課 課長補佐 

田村 裕之 消防大学校 消防研究センター 技術研究部 大規模火災研究室長 

【事務局】 

渡邉 勝大 消防庁 国民保護・防災部 参事官 

乾  高章 消防庁 国民保護・防災部 参事官補佐 

福島 毅 消防庁 国民保護・防災部 参事官付 救助係長 

胡  和樹 消防庁 国民保護・防災部 参事官付 救助係 

竹内 綾子 消防庁 国民保護・防災部 参事官付 救助係 

■検討経過

回数 開催日 方法 主な議題 

第１回 令和２年 ８月 27日 Web 開催 

・検討会の目的等

・消防本部における次世代自動車事故

等に関する実態調査

・主な検討事項

第２回 令和２年 10月 14日 Web 開催 ・項目別検討

第３回 令和２年 12月 25日 Web 開催 ・検討会報告書（案）

第４回 令和３年 ●月 ●日 【P】 ・検討会報告書（最終案）
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参 考  国内消防本部における実態調査 

消防本部における次世代自動車事故等に関する実態調査として、活動要領等

の整備状況、訓練実施状況、資機材の保有状況及び災害事例等についてアンケー

ト調査を実施した。 

 

実態調査 項目 

分 類 項 目 

１ 活動要領等の整備状況 活動要領等の有無 

２ 

訓練 

実施 

状況 

座学 内容等 

実動訓練 内容等 

外部機関による訓練、勉

強会等への参加 

（他本部主催含む） 

外部機関名・内容等 

３ 取組み 
工夫している点や消防本部独自の 

取組み等 

４ 資機材 
特化した資機材 

保有する事が望ましい資機材 

５ 課題 各消防本部の課題 

６ 事例 推奨・検討事項等 

参考 
次世代自動車以外の車両事故に対す

る救助活動上の課題等 

 

 

実態調査 集計概要 

調査対象 全消防本部  726本部 

回収調査票（回収率） 該当消防本部 726本部（回収率 100％） 
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１ 活動要領等の整備状況 

次世代自動車の事故対応活動要領

等の整備状況は、整備している本部

が 10%（74本部）に対して、90％（652

本部）の本部が未整備となっている。 

 

 

 

２ 訓練等実施状況 

■座学 

座学を実施した本部は全体の 43％

（311 本部）、未実施の本部は 57％

（415本部）となっている。 

 

 

 

 

■座学での使用教材等 

 

 

■実動訓練の実施 

実動訓練を実施しているのは 22%

（161本部）と割合は少ない。 

 

 

 

 

 

 

メーカー作成のマ

ニュアル…

その他資料

19%

一般文献

17%

消防学校等の資料

13%

職員作成資料

9%

実車両

3%

動画

2%

工具等

1%

座学での使用教材等

 

整備本部

10%

未整備本部

90%

活動要領整備状況

 

実施

43%
未実施

57%

座学

 

実施

22%
未実施

78%

実動訓練
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■実動訓練での使用資機材 

 
 

■外部機関による訓練・勉強会等への参加（他消防本部主催への参加含む） 

外部機関による訓練・勉強会等

への参加は 53％（388本部）の本

部が実施している。 

 

 

 

 

 

 

■外部研修・訓練実施機関 

  外部研修・訓練を行った機関については、自動車メーカー等（ディーラー 

含む）が最も多く 70％、次いで他の消防本部 7％、自動車メーカー以外の自動

車関連企業 7%と続いた。 

 
 

絶縁保護具

24%

検電器チェッカー

20%

油圧式救助器具

19%

ウインチ

13%空気式救助器具（マット

式空気ジャッキ/エアマイ

ティ―等） 4%

クレーン装置 3%

切断用器具（レシプロソー／グラ

スマスター等） 2%

固定具（オートクリブ等） 2%

バックボード/ストレッチャー等 1%

その他

10%

特になし

2%

実動訓練での使用資機材

自動車メーカー等

70%

他消防本部 7%

自動車関連企業 7%

消防学校 4%

救助器具関連企業 3%

石油・水素関連機関 3%

自動車整備振興会 1% その他機関 5%

外部研修・訓練実施機関

 

実施

53%

未実施
47%

外部機関による訓練・勉強会等

への参加
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■外部研修・訓練での使用資機材 

 

 

３ 独自の取り組み 

■独自の取り組み状況 

独自の取り組みを実施してい

るのは 15%（106本部）に止まり、

85%（620 本部）は独自の取り組

みは実施していない。 

 

 

 

■独自の取り組み内容 

 

【その他（９％）の一例】 

→資格取得等による知識の醸成 

→目に見える注意喚起（救助活動時に、対象車両へ注意喚起のプレートを 

貼り付け） 

絶縁保護器具

21%

検電器チェッカー

14%

資料・マニュ

アル 14%

実車両 9%

油圧式救助器具

5%

工具 2%

その他 4%

特になし

31%

外部研修・訓練での使用資機材

救助工作車に
資料を積載…

レスキュー
マニュア…外部研修参加/参加者から

他の隊員へ知識の共有を…

定期的な研修/訓練の…

その他
9%

独自の取り組み内容

 

実施してい

る

15%

実施してい

ない

85%

独自の取り組み状況
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■協定を締結している本部事例

次世代自動車に特化したものではないが、先進的に自動車事故に関して民

間事業者等と協定を締結している消防本部がある。災害発生時だけではなく、

平常時から訓練や研修を合同で実施し協力関係を結んでいる。 

本部 協定先 目的 概要 

つくば市 

消防本部 

（茨城県） 

一般財団法人

日本自動車 

研究所 

自動車等災害対策 

・災害発生時における応急及び

復旧対策

・平常時の研修指導

・訓練場の提供

・災害の防止または対策に関す

る共同研究、情報交換

豊田市 

消防本部 

（愛知県） 

トヨタ自動車

株式会社
災害発生時の応援活動

・消防車への給水活動等

・後方支援活動

明石市 

消防局 

（兵庫県） 

株式会社 

あかつき 

・災害発生時等におけ

る被災者の救助

・障害物の除去等に関

する応急対策の協力

・要請があった際の被災者救助

・障害物除去等に必要なレッカ

ー車両等の出動

・平常時の合同訓練

４ 次世代自動車事故に特化した資機材 

■特化した資機材の保有状況

18/2.5%
11/1.5%
12/1.7%
13/1.8%
17/2.3%
19/2.6%

155/21.3%
391/53.9%
396/54.5%

その他

試験紙

計測機器

薬品

油圧救助器具

検知器/警報器

絶縁工具

絶縁保護具

検電器

0 100 200 300 400 500
保有本部数

特化した資機材の項目別保有本部数

※その他内訳：保護メガネ・ゴーグル、活動要領、熱画像直視装置、耐溶剤保護具、送排風機、消火
器、ゴム手袋用カバー、はしご 



16 

■保有する事が望ましい資機材

 

【内訳】 

大項目 品名 
希望 

本部数 
資機材の特徴・活用方法・効果等 

絶縁保護具 

絶縁シート 49 

・7000Ｖ以下の電気回路の充電部に直接又

は近接して作業する時に充電部被覆用と

して使用

・ゴム製品の物に比べて軽量で、耐寒性、対

候性に富んでいる

・裏面にマジックテープの付いた絶縁シー

ト 使用電圧：直流 750Ｖ/交流 300Ｖ以下

絶縁手袋・長靴 35 

絶縁衣一式 34 

保護具一式 14 

絶縁ヘルメット 6 

要救助者用感電 

防止用保護衣 
1 

37/5.1％

10/1.4％

12/1.7％

12/1.7％

14/1.9％

58/8.0％

81/11.1％

82/11.3％

96/13.2％

その他

通信機器

試験紙

薬品

耐溶剤保護具

検知器/警報器

絶縁工具

検電器

絶縁保護具

0 20 40 60 80 100 120
希望本部数

保有する事が望ましい資機材の項目別希望本部数

※その他内訳：油圧救助器具、計測機器、熱画像直視装置、消火器、工具、送排風機、活動要領、
ガスマスク、消防庁データベース、車両構造データ、オーバーグローブ 
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絶縁工具 

絶縁工具 80 
・絶縁性の素材に覆われた工具

・通電状態での作業時、身体への感電を防ぐ 

絶縁テープ 5 

検電器 

検電器 47 

電気自動車用 

検電チェッカー 
32 

・ハイブリッド車や電気自動車等に搭載さ

れた制御系低電圧バッテリーユニットと

動力系高電圧バッテリーユニットの電圧

の有無を確認する

検電棒 4 

検知器／ 

警報器 

可燃性ガス検知器 59 

・可燃性ガス濃度の測定、活動上の安全確保

のため 

・水素自動車及び燃料電池自動車（FCV）の

車両事故現場での水素漏洩測定のため

高圧活線警報器 1 

・交通事故現場での活動時、隊員の感電を防

ぐため、検電チェッカーを用いて通電の有

無を確認する 

・交流の高圧充電部に近づくと警報を発生

耐溶剤 

保護具 

耐溶剤手袋 7 
・リチウムイオンやニッケル水素の液漏れ

処置作業時の保護（安全確保）

耐溶剤保護具 4 

耐溶剤手袋・メガネ 4 

耐溶剤手袋・ガスマスク 2 

耐溶剤エプロン 1 

薬品 ホウ酸 12 

・リチウムイオンの電解液の漏洩に対し、ホ

ウ酸と水を溶かしたホウ酸水を電解液と

混ぜ合わせ中和させる 

・アルカリ性電解液漏洩時、ホウ酸水を作成

し中和するのに使用 

試験紙 

リトマス試験紙 11 

・事故車両から漏洩した液体が駆動用バッ

テリー内の電解液であるか判別する

・ホウ酸を使用した際の中和確認に用いる

PH 試験紙 1 

通信機器 タブレット端末 8 ・車種ごとに取り扱い活動要領の Webデータ
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を確認出来る物 

・インターネットを通じ、災害現場で当該車

両のサービスプラグや車両構造などの情

報を得るため 

無線機 1 
・水素ガス等の可燃性ガスが漏えいした環

境で使用が可能

ウェアラブルカメラ 1 

・有識者、インターネットから（各々が所有

する会社の職員）情報を得る事で、その車

両の知識を把握していなくても対応可能

・有識者（会社の職員）との連絡手段は確立

されていないので、今後確立をする必要あ

り

その他 

油圧式救助器具 8 
・絶縁素材で覆われているため、次世代型車

両の救助活動でも安全性を確保しやすい 

計測機器 

(サーキットテスター)
4 

・隊員の感電防止のため、破損したハーネ

ス、作業部位等の電圧測定を行う

計測機器 

（電気テスター） 
3 

計測機器 

（帯電チェッカー） 
1 

熱画像直視装置 5 ・水素タンク温度上昇の検知

消火器 5 

・電気絶縁性に優れているため電気設備及

び電気自動車の消火に向いている

・二酸化炭素ガスによる窒息消火のため汚

損がなく、クリーンな状態を保てる

送排風機 3 ・ガスの拡散や排除に用いる

レスキュー活動要領 1 

ガスマスク 4 

・リチウムイオンバッテリーから流出した

電解液及び蒸気に対し、隊員保護

・ガスマスク着用により暴露対策になる

車両構造データ 

（Crash Recovery System） 
2 

・タブレット等で車両の車種別構造がわか

るデータ、サーバー

消防庁データベース 1 

オーバーグローブ 1 
・帯電手袋の上からはめることができ、帯電

手袋の損傷を防止する 
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５ 各消防本部の課題 

■次世代自動車事故に対する課題

次世代自動車事故に対して課

題があると回答した本部は 84%

（612本部）、 

課題がないと答えた本部は 16％

（114 本部）となり、多くの本部

が課題を抱えている。 

■課題の内訳

■課題の内容

項目 内容 

専門知識不足 

・ハイブリッド車の基本構造・安全対策、高圧ケーブルに対する具体

的な対応策が不明

・水没したハイブリッド車からの救助時に必要な具体的な感電防止

策 

・水素燃料自動車等の次世代自動車に対する知識の効果的な向上策

・消防大学校・消防学校専科教育修了者等からの教養に頼っており教

材不足 

・車両破損によるイグニッションスイッチ、メインスイッチの切断不

可時における具体的な対応策 

・今後、自動運転機能を有する車両への対応策

・検電チェッカーの検知回数等、具体的な安全対策

・車種によって放電完了時間が違うため、傷病者への接触判断の時期

に迷う 

専門知識不足

33%

災害経験不足

22%

訓練不足

22%

マニュアル未整備

14%

資機材不足 4%

その他 5%
課題の内訳

有り…

無し

16%

次世代自動車事故に対する課題
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災害経験不足 

・ハイブリッド車の事案は比較的多いが、電気自動車、燃料電池車及

び天然ガス自動車の災害経験が不足

・車両性能の向上により災害経験が不足

・隊員の若返りによる災害経験が不足

・実災害やヒヤリハット事例等の共有化

訓練不足 
・訓練用の次世代自動車の確保（入手）が困難

（一般的なガソリン車を代用） 

活動要領 

未整備 

・車両の取り扱い説明資料は収集しているが、統一した活動活動要領

は未整備 

・災害件数が少ないため活動要領整備に至らず

・次世代自動車の種類によって取り扱いが異なるため、統一された活

動要領作成が困難 

・使用者の多い車種の活動要領整備が必要

・自動運転車や AI搭載車が開発されていく中、活動要領整備が追い

つかない

・職員の知識及び活動技術の平準化が困難

・車種毎のデータを（タブレット・アプリ等で）確認できるシス

テムが必要

資機材不足 
・活動上必要な資機材の明確化

・絶縁資機材を充実させて安全を確保すべき

その他 

・レスキュー活動要領の QRコード位置の統一

・ニッケル電池を動力とした車両の破損した場合の安全な液体除去

等方法が不明確

・他の機関との連携（ディーラー）できる体制作りが必要

・消防学校の専科教育等のカリキュラムに次世代自動車事故に対す

る項目の導入

・高電圧やサービスプラグの箇所が車両によって異なるため、破壊等

に時間を要する 

・全ての車種毎のデータを確認できるアプリの開発を望む

・一括管理されたデータベースがあれば非常に便利

・開発側からの積極的な情報提供に期待

・包括的な安全対策としての広報や活動要領の整備

・自動車メーカーによるサービスプラグ位置の統一

・実車から情報を読み取る QRコードの義務化

・エアバックが複数あることによる車両破壊箇所の限定

・エアバックの位置確認に時間を要する
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６ 事例 

■実災害事例から見えた検討事項等

項目 内容 

感電防止策 

・エンジンキーのオフを確認後の検電活動の必要性

・標準個人装備（PPE）及び絶縁保護具に加えて、低圧用耐電シー

トや絶縁工具等の必要性

・水没車両に対する感電対策（帯電手袋等、装備による対策）

・車両の損傷が激しく、ハイブリッド車であるとの認識が困難、

ハイブリッド車であるかもしれないという認識のもと、電源遮

断や漏電の検知等、感電防止策の徹底が必要 

・軌道敷地内における特急列車とハイブリッド車の衝突事故時、車

両ウインチでけん引した際、手に微弱な電流（レールの信号用電

流であると推測）を感じたため、あらためて感電防止策が必要と

認識 

・水深 0.5ｍの場所に車両が横転、絶縁保護具が使用できなかった

場合の具体的な対応策（水没車両に対する感電対策） 

・車両の損傷によりサービスプラグの抜取り作業が不可能時の対

応策（抜取り作業の必要可否）

・感電対策のため、サービスプラグの抜取り作業が不可の場合のヒ

ューズボックスの抜取り作業の必要可否 

活動時の判断 
・ハイブリッド車に対する切断禁止箇所の有無

・要救助者が複数いる場合の救出の優先順位

二次災害防止策 

・救急隊のみの出動時の対応要領

・要救助者の感電対策

・バイスタンダーに対する安全対策

車両火災 ・ハイブリッド車に対する消火方法

他隊との連携 ・救助隊以外の感電対策（積載品）

安全管理 ・感電に対する保安距離
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一般的な車両事故に対する救助活動上の課題等（自由意見） 

・バスやタクシー、タンクローリー、福祉車両といった特殊な車両等に対する訓練不

足を感じている。

・農業用トラクターの耕運機に挟まれた要救助者に対する、救助方法を模索してい

る。

・大型車両等の事故の場合は足場を用意しているが、使用時の安全管理に課題があ

る。

・大型車両のリフトアップ時、効果的なサスペンションの無効化手段について課題が

ある。 

・トラクターや塵芥車の事故や車両火災に対して、基本的な構造の理解や車両を購入

した実動訓練が必要である。 

・大型自動車向けの救助資機材がなく、実際に事故が発生した際に活動上困難が予想

される。 

・新幹線車両トラブルにおける事故対応方法について課題がある。

・大型トラック同士の事故の際、引き離し作業が必要となった場合の非常ブレーキ

（スプリングブレーキ）の解除方法が不明確である。

・自動車メーカーに対し、現行のハイブリットカーにプログラミングされている点検

モードと同様に救助活動やレッカー、車体解体時用にエアバックシステムを停止し

バッテリー基部からの高圧電源遮断を可能とするモードが付帯可能であれば、今後

の救助活動の一助となるのではないか。 

・二次災害発生防止のため、エアバックの装備箇所、SRS の圧縮容器、点火装置の位

置を車体や内装に明確に表示してほしい。

・車両解体時に損壊が激しい場合などは車種の特定が困難であるため、メルセデス・

ベンツが 2014年 2月から導入しているレスキューQRコードの様なものが一般的に

なれば、携帯端末のカメラで読み取るだけで車両情報が入手できるため有効であ

る。

・車両構造の変化に伴い、超高張力鋼板などに代表される特殊鋼がフレーム等に多用

されるようになったことから、破壊器具や使用資器材の破損危険や劣化等の消耗サ

イクルが早くなる傾向にある。そのため、車両構造の座学等で使用資機材の注意事

項を周知するなど、訓練方法や活動要領を車両構造等の変化に合わせて変更し対応

している。 

・車両の構造に関する知識及び交通救助活動における危険要因等の理解、把握が不足

していると感じている。 

・モノコック構造を理解した資機材(油圧器具等)の活用技術習得に課題がある。

・高速道路のトンネル内、多重衝突及び火災発生を伴う救助事案の対応に課題があ

る。
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・燃料タンクから油漏れしている事案への対応に課題がある。

・放射性物質輸送の実態把握と、輸送物の形態や事故の特性を知り、地域の実情に合

わせた救助活動を構築する必要がある。

・水難救助に係る活動、教育、訓練等が確立されていない。特に水没した車両等から

の救出について、専門的なアドバイスが受けられる窓口等の確保を望んでいる。

・車両の宙吊りや水没など、訓練が難しい事案への対応に課題がある。

・燃料に LPGを使用しているタクシー事故での火災・救助活動上の注意点や対応等の

教育が必要である。 

・民間の大型クレーンとの連携活動など、迅速に対応するための協定や活動要領の整

備が課題である。 

・車両の破壊にあたり後々責任問題等も考えられるため、「破壊承諾」等を得る対応

策を模索している。

・事故状況の事前把握、早期応援要請、資機材の積載、傷病者のプライバシー保護に

対して課題がある。

・自動車メーカーより提供できる情報を基に、救助活動に係る分野のデータを冊子化

若しくは総務省の Webページで閲覧できるような環境を作ることで、知識・技術の

向上を図る訓練の実施促進の材料となるのではないか。 

・全国における次世代自動車事故事例の検証結果を配信できる環境の構築してもら

いたい。

・Rescue days等、救助技術を広く浸透できるような体制の構築を望む。

・総務省消防庁で「救助隊員のスタンダードプレコーション」を消防組織法第 37 条

に定める助言として通知して頂きたい。

・消防庁ホームページに救助事例、活動活動要領の掲載があると良い。

・e-ラーニングや組織的な教育指針等が確立されれば、少ない活動経験でも一定の効

果は期待できるのではないか。 

・車両破壊訓練を実施することができないため、ITLS 等を受講した職員から教養を

受けたり、市販のテキスト等を使用した座学をしたりして補っている。車両事故事

例集や車両破壊要領の動画等、交通事故に特化した教材があれば、現場や救助活動

中のイメージがしやすくなり、傷病者救出に要する時間の短縮、救命率の向上に繋

がるのではないか。

・横転、転覆、傾斜地における動揺固定のセオリーを明示してもらいたい。

・実車を使用した実動破壊訓練を国・県主体等で勉強会を開催してもらいたい。
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・日本自動車研究所等による専門的な立場からの助言、又は研修会等の開催を要望す

る。 

・消防学校の専科教育等で、大型自動車の交通救助訓練などができる環境の整備を望

む。 

・定期的に訓練を実施しているが、実際の事故車両と訓練用の廃車では負荷部分に大

きな差がある。 

・電動バイクやハイブリッドバイクの普及による活動に対する留意事項等について、

知識の習得が課題である。

・マルチガスモニターを使用することで、燃料の漏洩の認識やエアバック暴発の対策

ができ、二次災害の防止を図ることができる。 

・横転した事故車両に対して二次災害防止のため固定措置をとるが、支柱器具がない

場合の対応策を検討する必要がある。 

・従来の油圧救助器具に加え、電動油圧救助器具の整備を希望している。

・インロックの場合に『アクロック』を使用し対応しているが、使用できない車種も

あるため、各本部での対応状況について共有して欲しい。

・ステップチョークを常備積載資機材として認めることにより、事故車両の固定、安

全かつ迅速な作業が可能となる。

・ＮＢＣが絡む交通救助事案への対応について、装備面において課題がある。

・車内に幼児等の閉じ込め事案発生時において、窓ガラスを破壊せずドアを開放する

ことができる『マジカルロックアウトドアツールセット』が有用である。 

・規模の小さい本部のため、限られた人員・資機材で適切な状況評価及び活動を行え

るのか課題がある。

・外国人観光客による交通事故の増加に対し、意思疎通が難しく対応に苦慮してい

る。

・新型コロナウイルス感染症に対する感染防止措置をどうするか課題がある。

・電子キーの普及に伴い要救助者が電子キーを持ったまま病院に搬送されることが

多く、救助活動後の車両移動等が困難な場合がある。

・要救助者の人数や車体の状況等、活動上必要な情報が入電時にどれくらい収集でき

るかによって、活動のスピードが変わる。 
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第２編 

次世代自動車事故等における 

消防機関の活動要領 
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序章 活動要領利用上の留意点 

第１節 活動要領活用の目的 

近年、各国で地球温暖化対策が進む中、日本における自動車産業では、ハイブリッド

自動車・電気自動車・燃料電池車・天然ガス自動車等（以下、「次世代自動車」という。）

の普及が進み、日本で登録されている自動車において、次世代自動車の占める割合は

年々増加している。 

消防庁では、平成 10 年度に実施した救助技術の高度化等検討会において、各種救助

活動事例の収集分析及び災害別救助活動要領の見直しを行い、自動車事故の活動要領及

び活動ポイントを示しているが、近年の次世代自動車の普及増加等を踏まえ、交通事故

現場における救助活動には更なる知識及び技術の修得等が求められる。 

 そこで、本活動要領では、次世代自動車等における救助活動に焦点を当て、本災害特

有の危険要因や活動環境を的確に把握するための基礎知識等を取りまとめ、装備や技術

に応じた活動内容の整理を図ることにより、救助隊以外との効果的な連携や救助活動に

おける安全管理の更なる向上に繋げることを目的とする。 

出典：自動車検査登録情報協会 HP 
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第２節 対象となる事象 

本活動要領では、次世代自動車が関係する交通事故等の災害を対象とすることとし、

消防活動において二次災害（受傷事故を含む）の発生防止等のために活用するものであ

る。 

第３節 活動要領のポイント 

次世代自動車による単独事故又は絡む交通事故等において発生した要救助者を、救助

隊等がより効率かつ効果的に救出活動を実施するために必要な知識及び技術等につい

て整理し、特に、次世代自動車の中でも登録台数の多いハイブリッド自動車及び電気自

動車に装備している高電圧のバッテリー及びケーブルに対する感電危険の有無、危険性

を認識するために必要な知識、事故によりダメージを受けた要救助者に対する救出要領

を中心としてとりまとめた。 

第１ 次世代自動車別の基礎知識 

ハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池車、天然ガス自動車はそれぞれ異な

る原動機であるため、車種別の特徴を踏まえた基礎的な知識及びその特性を踏まえ

た危険性についても把握する必要がある。 

第２ 二次災害防止のための安全対策 

自動車事故の状況を踏まえ、消防隊（救助隊等を含む）に限らず、負傷者、関係

者等の二次災害の発止を防止しなければならないため、各種安全対策を講じる必要

がある。 

第３ 負傷者の社会復帰を踏まえた救出要領 

次世代自動車に特化したものではないが、近年の消防活動では、Scoop and Run

の考え方(とりあえず早く出して、早く運ぶ)から、Load and Goの考え方(生命維持

に無関係な処置を省略しつつ、なすべき観察・評価・処置を行い、医療機関への救

急搬送に繋げる)へ意識転換が図られている。 

このことを踏まえて、救急隊と連携した活動を実施するための知識・技術の習得

が必要である。 
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第４節 用語・略語集 

■ 次世代自動車

ハイブリッド自動車、電気自動車、燃料電池

車、天然ガス自動車等を示す。 

■ 高電圧バッテリー

ニッケル水素電池、リチウムイオン電池で構

成される、次世代自動車の動力源（駆動用）と

なる車両積載のバッテリーの総称。 

■ スマートキー

ドアノブに手を近づける、又は引くなどの動

作でドアの解錠施錠ができる、また、エンジン

の始動、又は停止が可能な「キー」の総称。 

※参考

トヨタ ：スマートエントリー&スタートシステム

日産  ：スマートエントリー&スタートシステム 

ホンダ ：Hondaスマートキーシステム

マツダ ：アドバンストキーレスエントリー&スタート

システム

三菱  ：キーレスオペレーションシステム 

スバル ：キーレスアクセスシステム

スズキ ：キーレススタートシステム

ダイハツ：キーフリーシステム 

■ ゾーニング

活動場所や空間を用途に分けて考えること。 

・ 

・ 

・ 

■ コーションプレート

自動車には個別に車体番号が割り振られて

おり、その車体番号が記載されている自動車

メーカーで異なる名称のプレートをいう。

・ 

・ 

・ 

作成中 

作成中 
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第１章 次世代自動車の種類 

第１節  次世代自動車の見分け方 

次世代自動車には、同じ車種でガソリン車とハイブリッド車等の両方が存在する車両

が多く、外観等も非常に似ているため、その違いを瞬時に見分けることは困難である。 

事故の状況により、車両の外観等で次世代自動車等を判断することが困難な場合があ

る。 

最も簡易な見分け方は、車両のエンブレムを確認することである。 

各車両メーカーでデザインは違うが、主にバックドア（トランク）、前輪フェンダー

付近、サイドバンパー等に「HYBRID」などと表示されている。また、運転手等から動力

源の種類を確認する事も重要である。 

※メーカーによってはエンブレムが貼付されていない車両もある。

【ハイブリッド自動車】 

HYBRID：異質のものの混成物 

※ガソリンで動くエンジンと電気で動くモーターの２つの動力源を備えた自動車

＜エンブレムの貼付一例＞ 

トヨタ

日産 

ホンダ

マツダ

三菱 
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【電気自動車】 

ELECTRIC：電気 

※排出ガスを出さないため、マフラー（排気管）が存在しない。

※充電のための充電ポート、充電ポートを開くためのオープンレバーがある。

※インテリジェントキーにコンセント表示がある。

＜エンブレムの貼付一例＞

日産 

三菱 

【燃料電池車】 

FUEL CELL：燃料電池 

＜エンブレムの貼付一例＞ 

トヨタ

ホンダ

【天然ガス自動車】 

NATURAL GAS VEHICLE：天然ガス 

＜天然ガス シンボルマーク＞ 
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その他にも、以下の２点を確認することで事故車両のメーカー・車種名・エンジンの

種類や型式（排気量）・駆動形式等を確認することができる。 

・車検証

・コーションプレート（主にエンジンルームやドアの内側部分に貼付）

写真 追加予定 
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第２節  車種別の特徴

■ハイブリッド自動車（HV：Hybrid Vehicle）

ハイブリッド自動車は、電気とガソリンなど作動原理の異なる動力源を複数持ち、一

般的にはガソリンやディーゼルエンジンと電気モーターを組み合わせて、走行の状況に

応じて動力源を切り替え走行する車両で、高電圧（100Ｖ～650Ｖ）のバッテリー（ニッ

ケル水素バッテリー・リチウムイオンバッテリー）が搭載され、高電圧に対する対応及

びバッテリー液等に対する危険性が存在する。 

代表的な駆動方式には、シリーズ方式、パラレル方式、スプリット方式（シリーズパ

ラレル併用方式）及びプラグイン方式の 4種類がある。

【シリーズ方式】 

エンジンが発電機を回し，バッテリーを充電しながらモーターで走行する。

エンジン動力を併用するタイプもある。

＜主な車種＞ 

日産   ：ノート e-POWER 

ホンダ  ：アコード HV(2代目）、オデッセイ HV 

三菱ふそう：エアロスターHEV 

【パラレル方式】 

主としてエンジンの動力で走行し、出力が必要な場合はバッテリーでモーターを駆

動する。エンジンとモーターが直結している車と、分離可能な車がある。 
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＜主な車種＞ 

ホンダ：インサイト、フィット HV(2代目）、ヴェゼル

日産 ：フーガ HV 

スバル：XV HYBRID

スズキ：ソリオ HYBRID

【スプリット方式（シリーズパラレル併用型）】 ※トヨタ系の乗用車に採用 

走行条件に応じてシリーズ、パラレル両方式の走行をする。発電機やエンジンとモ

ーターは独立した動力として駆動しているため、動力分割機構等を必要とし構造が複

雑である。 

＜主な車種＞ 

トヨタ：プリウス、アクア、エスティマ HV、ノア HV、クラウン HVなど

■プラグインハイブリッド自動車

PHV ：Plug-in Hybrid Vehicle

PHEV：Plug-in Hybrid Electrical Vehicle

PHV と PHEV の構造及び特徴は基本的に同じであり、車両メーカーにより名称が

異なるが、ハイブリッド自動車よりも電池容量を増やした PHV バッテリーを搭載し

ており、家庭用電源から直接充電をすることができる。 

前述の３方式に応用できる。短距離は電気自動車として走行し、駆動用バッテリ

ーの電力がなくなるとハイブリッド自動車となる。ハイブリッド自動車よりも電池

を多く搭載しているため、電気のみでより長距離を走行できる特徴がある。 
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＜主な PHVの車種＞ 

トヨタ：プリウス PHV

＜主な PHEVの車種＞ 

三菱 ：アウトランダーPHEV 

参考【マイルドハイブリッド】 

モーターの出力は低く、あくまでエンジンが主体となる、いわば簡易型のハイブリ

ッドシステム。エンジンを主要動力源として使用し、停止時や発進時などエンジン駆

動時に比較的小型の電池とモーターでアシストする。 

高電圧機器を使用しないことから、オレンジ色の高電圧ケーブルは無い。 

＜主な車種＞ 

日産 ：セレナ 

スズキ：ソリオ、スイフト、ワゴンＲ
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■電気自動車（EV：Electric vehicle）

電気自動車は、バッテリーに蓄えた電気でモーターを回転させて走る自動車。

家庭用電源（100Ｖ・200Ｖ）など外部電源からの電力をバッテリーに蓄え、モーター

のみを動力源として走行する車両で、高電圧（100Ｖ～650Ｖ）のバッテリー（ニッケル

水素バッテリー・リチウムイオンバッテリー）が搭載され、高電圧に対する対応及びバ

ッテリー液等に対する危険性が存在する。 

なお、走行中の窒素酸化物（NOx）や二酸化炭素（CO₂）の排出ガスがでない特徴があ

る。 

＜主な車種＞ 

日産： リーフ 

三菱：i-MiEV 

ﾊ
ﾞｯ
ﾃ
ﾘｰ

ｲ
ﾝ
ﾊ
ﾞｰ
ﾀ

ﾓｰﾀｰ

搭載
充電器

充
電



36 

■燃料電池車（FCV：Fuel Cell Vehicle）

燃料電池車は、高圧水素タンクと燃料電池を搭載し、燃料電池で発電した電気エネル

ギーを使ってモーターを回して走る。燃料電池の電力はインバータで交流に変換され、

モーター駆動に直接使用したり駆動用バッテリー（ニッケル水素電池等の 2次電池）に

蓄えられたりする。 

燃料は水素ステーションで補給し、水素を燃料として走るため、排気されるのは水素

と酸素の化学反応による水のみである。 

＜燃料電池の仕組み＞ 

水素と酸素の化学反応によって電気を起こす発電システム。簡単に言えば「水の電気

分解」を逆にしたものである。水の電気分解では電解質を溶かした水に電流を通して水

素と酸素を発生させるが、燃料電池では電解質をはさんだ電極に水素を、そしてもう一

方の電極に酸素を送ることによって化学反応を起こし、水と電気を発生させる。燃料電

池は、従来の化石燃料のように有害物質を排出せず、エネルギー効率にも優れている。 

ﾓｰﾀｰ FC
ス

タ
ッ
ク

ﾊﾞｯﾃﾘｰ

水
素

タ
ン
ク

https://www.energia.co.jp/energy/general/newene/newene3.html
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＜水素の特徴＞ 

・無色、無臭。 

・分子量は全物質の中で最も小さい。 

・自然界にガス単体ではほとんど存在しない。 

・燃焼範囲が広く、燃えやすい。 

・燃焼時はプロパン等と比較して視認が難しく輻射熱が低い。 

・空気と比べて非常に軽い気体（ガス）であり、滞留せず素早く拡散する。 

・水、石油、石炭、天然ガス、バイオマス等の原料から製造することができる。 

・主要部品 

名称 特徴 

高圧水素 

タンク 

燃料である水素ガスを高圧（15℃で最大 70MPa）で貯蔵する容器

で車両下部に積載されている。構造はガラス繊維強化プラスチック

層、炭素繊維強化プラスチック層、プラスチックライナーの３層構

造が採用されている。 

水素検知器 

水素ガスの漏れを検知する装置で、車両の前方及び後方に設置さ

れている。規定濃度以上の水素の漏れが検知された場合、運転者へ

警告するとともに水素の供給を遮断する。 

水素配管 水素配管は他の配管との識別のため赤色に塗装されている。 

・高圧水素タンクの各バルブ 

名称 機能 

電磁弁 

水素ガスが漏洩した場合、水素ガスを検知し電磁弁が閉止する。

衝突を検知した時にも電磁弁が作動し水素ガスの大量漏れを防止す

る。 

手動弁 手動操作で水素ガスを停止する。通常は開いた状態となっている。 

溶栓弁 

車両火災等の際、高圧水素タンクに破損を軽減するため、約 110℃

まで加熱されるとタンク内の水素を放出する。 

※車両右側後方から噴出するので注意すること。 

圧抜弁 
手動操作で内部の水素ガスを放出する。通常は閉じた状態。電磁

弁が故障しタンク内の水素ガスが抜けなくなった際に使用する。 

逆止弁 
タンクに充填した水素ガスの逆流を防止する。水素燃料充填時の

ガス圧により押し開かれる。 

温度センサ タンク内の水素温度を検出する。 

  イラスト 追加予定 
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■天然ガス自動車（NGV：Natural Gas Vehicle） 

基本的にガソリン車やディーゼル車と同じであるが、燃料系統が異なる。燃料となる

天然ガスは、高圧に圧縮、または低温で液化された状態で自動車のガス容器に充填され

ており、ガス容器から燃料配管を通り、圧力を調整されてエンジンに供給される。 

燃料の天然ガスは可燃性の気体である。漏れても空気中に拡散するため、ガソリンな

どの液体燃料に比べて火災に至る可能性は低いが、取り扱いには車両構造の知識と火災

危険に対する注意が必要である。 

主に市場に流通しているのは以下の２種類である。 

 

１ 圧縮天然ガス自動車（CNG 自動車：Compressed Natural Gas Vehicle） 

天然ガスを気体のまま、高圧でガス容器に貯蔵している車両。現在使用されている天

然ガス自動車のほとんどがこのタイプである。 

①天然ガス専焼車 

圧縮天然ガスだけを燃料にする車両で、軽自動車や小型貨物車等のガソリンエンジ

ンをベースにする車両やトラックやバス等の大型車向けのディーゼルエンジンをベ

ースにする車がある。 

②バイフューエル車 

圧縮天然ガスとガソリンのどちらの燃料でも走行可能な車両。日本ではメーカー製

造車はなく、後改造によるものが主流であるが、ヨーロッパの小型乗用車では一般的

に普及している。 

 

２ 液化天然ガス自動車（LNG 自動車：Liquefied Natural Gas Vehicle） 

天然ガスを液体状態（-162℃）で超低温容器に貯蔵している車両。 

※海外では市販されているが、国内ではまだ販売されていない。 

 

＜天然ガスの特徴＞ 

メタンを主成分とし、常温では気体である。主成分が空気より軽いため、大気中に拡

散しやすい性質を持つ。硫黄分やその他の不純物を含まないため、燃焼した際に硫黄酸

化物（SOx）やススがほとんど発生しない。また、地球温暖化の原因物質である二酸化

炭素（CO₂）や、大気汚染の原因物質である窒素酸化物（NOx）の排出量も石油より少な

い。 

液化天然ガス（LNG＝Liquefied Natural Gas）は、気体である天然ガスを冷却して輸

送・貯蔵向けに液体にしたものである。 

天然ガス自体はもともと無臭であるが、漏洩の際に臭気により容易に感知できるよう

にするため、人工的に臭いが付けられた上で、都市ガスとして供給されている。自動車

の燃料として使用されている天然ガスは、都市ガスと同じ配管で供給されているため、

臭いも都市ガスと同じである。 
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・主要部品 

１ 燃料供給装置 

⑴ ガス容器 

燃料である天然ガスを高圧に圧縮（20MPa）して貯蔵する容器。 

日本では、鋼製継目なし容器、金属ライナー製複合容器（アルミニウム合金製

ライナーを繊維強化プラスチックで補強した容器）及びプラスチックライナー製

複合容器（ポリエチレン製ライナーを繊維強化プラスチックで補強した容器、 

※通称：オールコンポジット容器）が使用されている。 

 

 

  

 

⑵ 容器元弁 

ガス容器に直接取り付けられ、ガス容器内の燃料ガスの流出を遮断する弁。 

 

 

 

継目なし容器 

（クロムモリブデン鋼） 

金属ライナー製複合容器 

（アルミ二ウム合金） 

左：手動タイプ  中央：電磁弁タイプ  右：電磁弁外付きタイプ 
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⑶ 減圧弁

高圧に圧縮されたガスを段階的に減圧（0.4 ㎫程度まで）する装置。

⑷ 燃料供給装置

エンジンに燃料ガスを供給する装置。ミキサ方式とインジェクタ方式があ
る。 

⑷ 燃料配管

燃料をガス容器からエンジンまで送る、内径 4～8mm のステンレス鋼製や銅製

（低圧部分の一部）等の細管。
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２ 安全装置 

⑴ 過流防止弁

一般的に容器元弁に組み込まれた弁で、燃料配管等の折損時にガス容器からの

多量のガス流出を防止する装置。 

作動した後、容器元弁のハンドルを全閉の状態まで回すことでリセットできる。 

⑵ 容器安全弁

容器元弁に組み込まれている弁で、火災等によりガス容器の温度・圧力が上昇し

た場合、可溶栓（一定温度以上になると溶ける合金でできた栓）が溶けてガス容器

からガスを安全に放出する装置。 

・作動すると容器内のガスが抜けきるまでガスの放出は止まらない。

・約 110℃でヒューズメタルが溶け出す。

 

（配管） 

（容器） 
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⑶ 主止弁

容器に直接、または高圧配管上の容

器元弁近くに設置されており、緊急時

およびエンジン停止時にエンジンへ

の燃料供給を自動的に遮断する装置。 

⑷ 燃料遮断弁

減圧弁と一体型のものが主流。高

圧配管上の減圧弁の近くに設置され

ており、エンジン停止時にエンジン

への燃料供給を遮断する装置。 

⑸ 逆止弁

充填時以外に、ガス容器からのガスが逆流しないように設けられる弁。
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第２章 消防活動の基本原則 

第１節  救助活動の基本事項 

第１ 119番受報時（指令課員等の聴取例） 

１ 事故の状況（単独又は複数事故など） 

２ 挟まれや閉じ込め等の有無（救助活動の必要性） 

３ 発生場所の住所等（一般道又は高速道路など） 

４ 負傷者数（年齢、性別など）及び負傷程度（症候、出血など） 

５ 車両の種類（乗用車、トラック、次世代自動車など） 

第２ 現場到着時 

１ 停車位置等 

⑴ 消防隊の停車位置は、後続からの衝突等による二次災害防止のため、到着時

の状況等を考慮し安全側に配意した停車位置とする。

⑵ 停車後は、事故防止灯等を設置するなど、二次災害の発生防止に十分配慮す

る。

⑶ 消防隊到着時に、警察官等により交通整理などが実施されている場合は、迅

速な救助活動が実施可能な位置に停車する。

⑷ 見通しの悪い交差点等においては、関係機関に対し誘導等を依頼するなど、

二次災害の発生防止に配慮する。

２ 下車時 

⑴ 後続車や歩行者等の有無を確認してから、車両のドアを開放する。

⑵ 下車は、支持物を保持し、足元の安全を確認して行うとともに、飛び降りな

い。また、防火衣などが積載物や車両の構造物に引っかからないよう注意す

る。

３ 個人防護装備（PPE：Personal Protective Equipment） 

交通救助では要救助者が外傷を受けている場合が多いため、感染防止衣を着用

することを原則とし、感電の危険がある場面では絶縁保護具を、火災危険等があ

る場合は防火衣等の着装を考慮する。 

・保安帽

・ゴーグル（防塵・防護用）

・マスク（感染防止用）

・感染防止衣（上衣・ズボン）

・パッド（ニー／エルボー）

・手袋（ケブラー、救助用皮手袋、ディスポーザブルグローブ）

・絶縁保護具（ヘルメット、手袋、上衣、ズボン、長靴）
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・防火衣、防火ズボン（災害状況に応じて空気呼吸器などを含む）

・その他（NBCが関連する場合は、その危険物質に応じた防護対応とする）

  【着装（例）】 

  出典：奈良市消防局 

４ 情報収集 

・事故状況（発生場所、車両の安定状況、危険物質等の流出状況など）

・負傷者の把握（要救助者の人数、状況等を含む）

※要救助者が車外に放出されている可能性もあるため、事故車両内だけでなく周

囲の確認を行うこと。

・消防活動に対する消防力の優劣状況等

・関係機関の対応状況（警察機関など）

・車両の特徴（次世代自動車等に該当か否かを確認）

５ 使用資機材の準備 

・油圧ジャッキ

・油圧スプレッダー（大型油圧スプレッダー）

・油圧切断機（大型油圧切断機）

・可搬ウィンチ

・油圧切断機

・携帯救助工具

・送排風機

・その他（マット型空気ジャッキ、保護布等）

差し替え：絶縁保護具着装版 
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第３ 現場活動 

１ 現場最高指揮者の任務 

・救出方法の決定

・危険区域の設定（必要に応じてゾーニングを考慮）

・活動隊への指示及び情報共有

・関係機関（警察、高速道路株式会社、自動車メーカー、医療機関（DMAT）等）

の要請

・現場広報

・その他（情報の管理、プライバシー保護など）

２ 車両の安定化 

・エンジン等が動いている場合は、エンジンを停止させキーを抜き取る。スマー

トキーの場合は、エンジン停止後にキーを車両から５ｍ以上離す。

・シフトレバーのパーキング位置の確認

・サイドブレーキの確認

・突然車両が動き出すことも考えられるため、駆動輪に車輪止めを適宜設置する。 

３ 車内進入 

・エアバック等の作動状況及び位置に注意する。

・ガラスを破壊して侵入する場合は破片が広範囲に飛散するため、要救助者等へ

の保護を実施する。

４ 要救助者へのアプローチ 

・要救助者に声掛けをして、頭部を動かさないことやどのような救助活動を行う

のかを説明する。

・活動時は、要救助者の状態（意識レベル等）を継続的に確認し、容体の変化に

注視する。

⇒詳細は「第３章 救護救出要領」を参照

第４ 二次災害の防止 

・活動中は可能な限り安全管理員を配置し、負傷者及び関係者等も含めた二次災

害の発生防止を念頭において活動する。

・救助活動と並行して消火体制（警戒筒先等）を早期に配備する。

・トンネルや屋内駐車場等の場合は、送排風機による煙と蒸気の方向性をコント

ロール出来る準備が望ましい。

・オイル漏れ、燃料漏れの場合は、必要に応じて油処理剤等を活用して処理する。 

・救助活動中にエアバックが誤作動するのを防ぐため、バッテリーのマイナス端
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子を取り外すなど、二次災害の発生防止措置を可能な限り実施する。 

※マイナス端子を取り外した後でも数分程度はコンデンサに電圧が残っている

ため、完全放電するまでは衝撃等を与えないように注意が必要である。

・バッテリー液が流出している場合は、必要に応じて水による希釈処理又はウエ

ス等で拭き取る。

・切断、破壊する箇所や支点として使用する箇所は強度を確認する。

・高電圧注意表示等を活用するなど、注意喚起を図る。

【高電圧注意表示例】 

第２節  多数の救助事案の発生 

多数の傷病者が発生した交通事故では、短時間のうちに限られた人的・物的資源を

最大限に活用し、最大多数の要救助者を救出することが求められるため、救助活動等

を開始すると並行に、以下の体制を早期に整える。 

１ 現場指揮本部の設置 

２ 連絡調整所の設置（警察、医療機関等との調整） 

３ 応急救護所の設置 

４ 救急指揮所の設置（救急隊の活動、負傷者情報の集約、トリアージ管理、搬送

医療機関等の指揮活動） 

提供：香取市町村圏事務組合（数字のシートは多重の追突事故時に使用） 

高電圧注意 
●●救助隊

【表示例】 
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救急指揮所が設けることができない本部は、現場指揮本部内で救急隊員を配置する

ことで現場指揮本部兼救急指揮所としての機能を有することとなる。 

なお、現在は多数傷病者発生事案にドクターカーやドクターヘリ、DMATの現場統括

医師が指揮本部に入ることとなっている。 

消防本部の各隊に加えて、警察やその他関係機関と連携を図ることにより、効率的

に要救助者を救出することができるため、体系的に対応するためにも共通の認識を持 

って救助活動を実施する。 

＜災害現場における現場対応の原則と優先順位＞ 

優先順位 

C Command & Control 指揮命令と連絡調整 

S Safety 自分自身、現場、要救助者の安全 

C Communication 情報伝達 

A Assessment 評価 

T Triage トリアージ

T Treatment 治療 

T transport 搬送 

Ｃ：指揮命令と連絡調整 

災害現場の指揮命令は現場指揮本部で行われる。初めに指揮命令系統を確立する

ことで、組織的かつ効率的に活動することができる。他機関との連携をスムーズに

行うためにも、情報共有や役割分担等の調整を確実に実施する。 

Ｓ：安全 

危険物を認識し、二次災害の発生防止を考慮しながら、自分自身（Self）、現場

（Scene）、要救助者（Survivor）の安全を確保する。適切に個人防護具を着用し、

確実に安全が確保された上で活動を実施する。 

Ｃ：情報伝達 

「現場の被害状況」、「人員の配置状況」、「応援要請」、「他機関（警察、医療機関、

行政など）との連携」、「ゾーニング」、「現場の安全確保」等の情報を共有する。平

時から他機関との伝達手段を構築しておくことが大切である。 

Ａ：評価 

現場で集約された情報を評価し、応援要請の必要性等も含めた今後の活動方針や

戦略を決定する。情報は常に更新されていくため再評価を繰り返し、柔軟に方針を

再決定していく。 
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第３節  関係機関との連携 

通報内容や現場の事故状況により、必要に応じて下記の関係機関と連携し活動を実施

する。

また、入手した情報を関係機関に連絡して情報共有を図り、連携活動における役割

の調整を行うこととし、平常時から、各関係機関の連絡先、調整窓口及び担当者等を事

前に確認しておくとともに、連携訓練を実施し、協力体制を築いておくことが重要で

ある。 

【必須事項】 

１ 必ず連携先の担当者を確認し、こちらも記録しておくこと。 

２ 支援等を依頼する関係機関の関係者の安全管理にも十分に配慮すること。 

３ 高速道路上での活動は大変危険が伴うため、非常駐車帯や路肩などの安全な場

所を確保した上で活動を実施する。 

第１ 所轄の警察機関、高速道路交通警察隊 

現場の車線規制等の交通整理を依頼し、時間の経過や事故及び消防活動状況等

について、以下の内容を情報共有する。 

・事故が発生した場所及び対応時刻など

・要救助者数や負傷の程度など

・物の損壊程度など

・危険物質の状況など

※警察機関からの要請により出動した場合又は警察官が先着している場合は、可

能な限り消防側から警察側へ情報提供を求める。

第２ 高速道路株式会社（交通管理隊） 

現場の車線規制等の交通整理や落下物排除を依頼。 

時間の経過や事故の状況等について、以下の内容を情報共有する。 

・事故が発生した場所及び時刻

・要救助者数や負傷の程度

・物の損壊の程度

※先着している場合は、可能な限り消防側

から高速道路株式会社側へ情報提供を求

める。
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第３ 医療機関（DMAT等) 

要救助者に必要な応急処置の助言、多数傷病者発生時の搬送順位の決定、医療

処置、その他医療上必要な連絡調整等について協力を依頼する。 

第４ ロードサービス（JAF等） 

横転事故車両の引き起こし、水没車両の引出し及び故障車のけん引等、一般的

な救援作業について依頼する。 

＜参考＞JAF では全国のロードサ

ービス隊が、サービスプラグの

取外しやメインスイッチ解除と

いった救援技術についての研修

を受講している。 

第５ 自動車メーカー等 

メーカーや車種によって取扱いが異なるため、ヒューズやバッテリーの位置、

高電圧の遮断方法等を確認するのに時間を要する場合がある。 

可能であれば、直接、自動車メーカー等から技術的なアドバイスをもらうこと

で、迅速・的確な救助活動につなげることができる。 

※将来的には、災害現場への技術者の要請だけでなく、電話やインターネット回

線等の情報ツールを活用した、迅速な技術的助言等の情報提供が期待される。 
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第３章 車種別活動要領 

第１節  ハイブリッド自動車（HV：Hybrid Vehicle） 

■危険性 

※追記 

⇒詳細は「第３章第５節 高電圧の遮断等」を参照 

■安全対策 

※追記 

 

■装備 

ハイブリッド自動車（プラグインハイブリッド自動車を含む）にアクセスする際の一

番の注意点は、漏電による感電である。そのため、個人装備には絶縁保護具等が必要と

なる。 

⇒詳細は「第３章第６節 装備」を参照 
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【ハイブリッド自動車 救助活動手順（案）】 

■出動

■現場到着

■高電圧の遮断

NO 

NO 

完了 

（車両の特徴）ハイブリッド自動車である 

ヒューズボックスが確認できる ※2

＜活動＞１.ヒューズを取り外す 

２.12V バッテリーのマイナス端子を切り離す 

（車両の状態を確認） 

以下の項目が一つでもあてはまる 

⇒車両が起動状態である可能性がある

・エンジンが動いている

・メーターが点灯している

・エアコンが作動している

・オーディオが作動している

・ワイパーが作動している

運転席にアクセスが可能である ※1 

＜活動＞IG スイッチ/パワースイッチのオフ 

サービスプラグにアクセスが可能である ※3

＜活動＞高電圧バッテリーからサービスプラグを外す 

安全確認後、 

活動開始 

YES 

完了 

完了 

NO 

※必ず絶縁保護具を着装して活動する。

※感電による事故を防ぐために、オレンジ色の高電圧ケーブルや高電圧部品にふれないこと。 

NO 

確実な高電圧の遮断ができない。 

絶縁保護具を着装し十分な絶縁対策をした上で活動する。 

 事故状況を踏まえ、要救助者に危険が切迫

している場合は、絶縁保護具等を着装した

上でただちに救助活動を開始すること。 
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●活動手順にかかる解説 

活動 留意事項 

※1 

 

高電圧システムを再起動するスマートキーを装備する車両の場合には、

誤操作防止のためスマートキーを車両から５ｍ程度距離をとること。 

高電圧が遮断されていても、エアバックが展開することがあるため注意

すること。（エアバックの展開後、高電圧リレーはシャットダウンされる。） 

※2 

ヒューズボックスのカバーを外し、高電圧回路のヒューズ（判断できな

い場合は全てのヒューズ）を外してシステムを停止させること。 

※電動ドアロック、パワーウィンドウ、電動シート等は 12Vバッテリーに

よって駆動している。12V バッテリーが切り離されるとこれらの操作が

できなくなるため、必要に応じて事前に処理する。（パーキングブレーキ

が必要な場合も 12Vバッテリー切断前に実施すること。ただし、再度ヒ

ューズを取り付ければ復元する。） 

※3 

サービスプラグによる高電圧の遮断後、蓄電されている電気が完全に放

電されるまでは 10分程度かかる。 

以下が当てはまる場合、高電圧システムは稼働している可能性があるた

め再確認が必要である。（約５分後に電圧は下がってくるが、二次災害を避

けるために絶縁保護具は引き続き着用する。） 

‐エンジンが動いている 

‐イグニッションキーの位置が ACC、ON、STARTのいずれかにある 

‐メーターが点灯している 

‐エアコンが作動している 

‐オーディオが作動している 

‐ワイパーが動いている 

‐ナビやディスプレイ等が表示されている 
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【ハイブリッド車 火災時活動手順（案）】 

■出動 

■現場到着 

 

 

 

 

■火災の対応 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

■高電圧の遮断 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

  

NO 

NO 

NO 

鎮火後 

（車両の特徴）ハイブリッド自動車である：ガソリン及び高電圧バッテリーを搭載 

※バッテリー搭載位置（車底部等）から白煙の吹き出しがある 

⇒高電圧バッテリーの損傷や火災に移行の可能性を考えること。 

 

ヒューズボックスが確認できる 

＜活動＞１.ヒューズを取り外す 

２.12V バッテリーのマイナス端子を切り離す 

 

＜活動＞ 

タンクの破損に気をつけて放水すること。（燃料やオイル類といった内容物が流出

し火勢が強くなることがある） 

大量の水で消火を行うこと。（バッテリーを冷却する） 

※バッテリーの搭載位置については各車種のレスキューシート等を参照する。 

※リチウムイオンバッテリーを搭載している場合、燃えているバッテリーから生

じた煙や蒸気が目・鼻・のどに刺激を与えることがあるため注意する。 

※鎮火後でも高温バッテリーが再燃する可能性があるため、鎮火後最低 30分程

度は高電圧バッテリー部に多量の水をかけ続ける。 

 
 
運転席にアクセスが可能である 

＜活動＞IGスイッチ/パワーボタンのオフ 

サービスプラグにアクセスが可能である 

＜活動＞高電圧バッテリーからサービスプラグを外す 

安全確認後、 

活動開始 

完了 

完了 

完了 

※感電による事故を防ぐために、オレンジ色の高電圧ケーブルや高電圧部品にふれないこと。 

※必ず絶縁保護具を着装して活動する。 

確実な高電圧の遮断ができない。 

絶縁保護具を着装し十分な絶縁対策をした上で活動する。 
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第２節  電気自動車（EV：Electric vehicle） 

■危険性

※追記

⇒詳細は「第３章第５節 高電圧の遮断等」を参照

■安全対策

※追記

■装備

電気自動車にアクセスする際の一番の注意点は、漏電による感電である。そのため、

個人装備には絶縁保護具等が必要となる。 

⇒詳細は「第３章第６節 装備」を参照
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【電気自動車 救助活動手順（案）】 

■出動

■現場到着

■高電圧の遮断

NO 

NO 

NO 

完了 

完了 

完了 

YES 

（車両の特徴）電気自動車である 

ヒューズボックスが確認できる ※2

＜活動＞１.ヒューズを取り外す 

２.12V バッテリーのマイナス端子を切り離す 

（車両の状態を確認） 

以下の項目が一つでもあてはまる 

⇒車両が起動状態である可能性がある

・メーターが点灯している

・エアコンが作動している

・オーディオが作動している

・ワイパーが作動している

・ナビやディスプレイが表示されている

運転席にアクセスが可能である ※1 

＜活動＞IGスイッチ/パワースイッチのオフ 

サービスプラグにアクセスが可能である ※3

＜活動＞高電圧バッテリーからサービスプラグを外す 

安全確認後、 

活動開始 

※感電による事故を防ぐために、オレンジ色の高電圧ケーブルや高電圧部品にふれないこと。

※必ず絶縁保護具を着装して活動する。

NO 

確実な高電圧の遮断ができない。 

絶縁保護具を着装し十分な絶縁対策をした上で活動する。 

 事故状況を踏まえ、要救助者に危険が切迫

している場合は、絶縁保護具等を着装した

上でただちに救助活動を開始すること。 



56 
 

●活動手順にかかる解説 

活動 留意事項 

※1 

 

高電圧システムを再起動するスマートキーを装備する車両の場合には、

誤操作を防止するためスマートキーを車両から５ｍ程度距離をとること。 

高電圧が遮断されていても、エアバックが展開することがあるため注意

する。（エアバックの展開後、高電圧リレーはシャットダウンされる。） 

システム停止後も、コンデンサ等に蓄えられた電荷の放電に約 5 分間を

要するため、回路のショート等に十分注意し作業にあたること。 

※2 

ヒューズボックスのカバーを外し、高電圧回路のヒューズ（判断できな

い場合は全てのヒューズ）を外してシステムを停止させる。 

・電動ドアロック、パワーウィンドウ、電動シートは 12V バッテリーによ

って駆動している。12V バッテリーが切り離されるとこれらの操作がで

きなくなるため、必要であれば事前に処理する。（パーキングブレーキが

必要な場合も 12V バッテリー切断前に実施すること。ただし、再度ヒュ

ーズを取り付ければ復元する。） 

※3 

サービスプラグによる高電圧の遮断後、蓄電されている電気が完全に放

電されるまでは 10分程度かかる。 

以下が当てはまる場合、高電圧システムは稼働している可能性があるた

め再確認する。（約 5分後に電圧は下がってくるが、二次災害を避けるため

に絶縁保護具は引き続き着用する。） 

‐イグニッションキーの位置が ACC、ON、STARTのいずれかにある 

‐メーターが点灯している 

‐エアコンが作動している 

‐オーディオが作動している 

‐ワイパーが動いている 

‐ナビやディスプレイが表示されている 
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【電気自動車 火災時活動手順（案）】 

■出動

■現場到着

■火災の対応

■高電圧の遮断

NO 

完了 

NO 

（車両の特徴）電気自動車である：高電圧バッテリーを搭載 

※バッテリー搭載位置（車底部等）から白煙の吹き出しがある

⇒高電圧バッテリーの損傷や火災に移行の可能性を考える

ヒューズボックスが確認できる

＜活動＞１.ヒューズを取り外す 

２.12V バッテリーのマイナス端子を切り離す 

＜活動＞ 

大量の水で消火を行うこと。（バッテリーの冷却） 

※バッテリーの搭載位置については各車種のレスキューシート等を参照

※リチウムイオンバッテリーを搭載している場合、燃えているバッテリーから生

じた煙や蒸気が目・鼻・のどに刺激を与えることがあるため注意する

※鎮火後でも高温バッテリーが再燃する可能性があるため、鎮火後最低 30 分程

度は高電圧バッテリー部に多量の水をかけ続けること

運転席にアクセスが可能である 

＜活動＞IGスイッチ/パワースイッチのオフ 

サービスプラグにアクセスが可能である

＜活動＞高電圧バッテリーからサービスプラグを外す 

安全確認後、 
活動開始 

完了 

完了 

NO 

※感電による事故を防ぐために、オレンジ色の高電圧ケーブルや高電圧部品にふれないこと。 

※必ず絶縁保護具を着装して活動する。

鎮火後 

確実な高電圧の遮断ができない。 

絶縁保護具を着装し十分な絶縁対策をした上で活動する。 
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第３節  燃料電池車（FCV：Fuel Cell Vehicle） 

■危険性 

１ 交通事故等で衝突した際、高圧水素タンクから水素が漏洩し、出火・爆発につなが

る危険性がある。（空気中で４vol%～75vol%の濃度になると爆発する可能性が生じる

とともに着火しやすくなる。） 

２ 高圧水素タンクが外部から加熱されると、内圧が上昇し破裂する危険性がある。 

３ 高 圧水素タンクが外部から加熱され一定温度以上になると、安全弁が作動して高

圧のガスが放出され、火炎が噴出する危険性がある。（水素ガスが安全弁から排出さ

れる場合は車両右側後方下部に噴出するため、その付近からの接近を避ける。） 

４ 水素火炎自体はほとんど見えない。 

ただし、車両火災時は周囲の可燃物と共に燃焼するため火炎が視認できる場合があ

る。 

５ 燃料電池車の高電圧部分に触れて、火傷・感電する危険性がある。 

⇒詳細は「第３章第５節 高電圧の遮断等」を参照 

■安全対策 

水素ガスの漏洩及び火災に対する安全対策は、以下を念頭に設計されている。 

１ 水素ガスを漏らさない 

・高圧水素タンクは十分な耐圧と強度に優れた複合容器である。 

・衝突時でも破損しにくい配置や安全構造である。 

・強い衝撃が加わると衝突センサが作動し、水素ガスの供給を遮断する。 

２ 水素ガスが漏れても滞留させない 

・水素系部品は車室外配置であり、水素が溜りにくく車外に拡散しやすい構造。 

・火種になりやすい燃料系統も車室外に配置してある。 

・火災時には溶栓弁が作動し、タンクが破裂するのを防ぐ構造である。 

３ 水素ガスが漏れたら検知し遮断する 

・水素検知器が水素ガスの漏洩を検知すると元栓が閉止する構造である。 

（水素漏れ検知：水素検知器→止める：水素タンク電磁弁） 

 

■装備 

ハイブリッド自動車や電気自動車と同じく、高電圧機器や高電圧ケーブルが搭載され

ているため、感電防止の個人装備が必要となる。また、水素ガスを積載していることか

ら、ガス対策資機材を準備する必要がある。 

⇒詳細は「第３章第６節 装備」を参照 
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【燃料電池車 救助活動手順（案）】 

■出動 

■現場到着 

 

 

■ガスの拡散/遮断 

 

 

 

 

 

 

 

■高電圧の遮断 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NO 

作業完了 

完了 

NO 

NO 

（車両の特徴）燃料電池車である 

ヒューズボックスが確認できる ※4 

＜活動＞１.ヒューズを取り外す 

２.12V バッテリーのマイナス端子を切り離す 

 

運転席にアクセスが可能である ※3 

＜活動＞IGスイッチ/パワースイッチのオフ 

サービスプラグにアクセスが可能である ※5 

＜活動＞高電圧バッテリーからサービスプラグを外す 

安全確認後、 

活動開始 

完了 

完了 

NO 

※感電による事故を防ぐために、オレンジ色の高電圧ケーブルや高電圧部品にふれないこと。 

※必ず絶縁保護具を着装して活動する。 

（車両の状態を確認） ※1 

ガスの漏洩音があるか 

＜活動＞１.音がなくなるまで近づかない 

２.送排風機等を使用しガスを拡散させる ※2 

YES 

確実な高電圧の遮断ができない。 

絶縁保護具を着装し十分な絶縁対策をした上で活動する。 

 事故状況を踏まえ、要救助者に危険が切迫し

ている場合は、活動環境を考慮し絶縁保護具

を着装した上で救助活動を開始すること。 

※水素ガス濃度の測定及び送排風機による拡散

等を考慮 
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■活動手順にかかる解説

活動 留意事項 

※1

車両後方から「シュー」という水素ガスの漏洩音がする。 

ガスの漏洩等を考慮し、風上又は風横の危険性が少ない場所に部署す

る。二次被害が予想される場合は、警戒区域の設定、関係者等を避難誘導

する。 

※2

基本的には、水素ガスが漏洩している場合でもガスの遮断は行わない。

送排風機等で車両から離れた位置からガスの拡散・排除を行う。 

水素ガスは車両後方下部に排出されるため、排出経路を考慮して送風を

実施する。（燃料の水素ガスは可燃性であり、爆発下限界は４vol%。） 

※3

安全確認後、事故車両のモーターを停止する。 

高電圧システムを再起動するスマートキーを装備する車両の場合には、

誤操作を防止するためスマートキーを車両から５ｍ程度距離をとること。 

高電圧が遮断されていても、エアバックが展開することがあるため、切

断等の位置に注意する。 

※エアバック展開後、高電圧リレーはシャットダウンされる。

システム停止後も、コンデンサ等に蓄えられた電荷の放電に約５分間を

要するため、回路のショート等に十分注意し作業にあたること。 

※4

ヒューズボックスのカバーを外し、高電圧回路のヒューズ（判断できな

い場合は全てのヒューズ）を外してシステムを停止させる。 

電動ドアロック、パワーウィンドウ、電動シートは 12V バッテリーによ

って駆動している。12Vバッテリーが切り離されるとこれらの操作ができ

なくなるため、必要であれば事前に処理する。 

※パーキングブレーキが必要な場合も 12V バッテリー切断前に実施する

こと。ただし、再度ヒューズを取り付ければ復元する。

※5

サービスプラグによる高電圧の遮断後、蓄電されている電気が完全に放

電されるまでは 10分程度かかる。 

以下が当てはまる場合、高電圧システムは稼働している可能性があるた

め再確認する。（約５分後に電圧は下がってくるが、二次災害を避けるた

めに絶縁保護具は引き続き着用する。） 

‐イグニッションキーの位置が ACC、ON、STARTのいずれかにある 

‐メーターが点灯している 

‐エアコンが作動している 

‐オーディオが作動している 

‐ワイパーが動いている 

‐ナビやディスプレイが表示されている 
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【燃料電池車 火災時活動手順（案）】 

■出動

■現場到着

■火災の対応

■高電圧の遮断

NO 

NO 

NO 

（車両の特徴）燃料電池車である：高電圧バッテリー及び圧縮された水素ガスを搭載 

※バッテリー搭載位置（車底部等）から白煙の吹き出しがある

⇒高電圧バッテリーの損傷や火災に移行の可能性を考える

ヒューズボックスが確認できる

＜活動＞１.ヒューズを取り外す 

２.12V バッテリーのマイナス端子を切り離す 

・大量の水で消火を行う。（少量の水で消火を行うと再燃の恐れがある）

※バッテリーの搭載位置については各車種のレスキューシート等を参照

※鎮火後でも高温バッテリーが再燃する可能性があるため、鎮火後最低 30分程度

は高電圧バッテリー部に多量の水をかけ続けること

・高圧水素タンクの溶栓弁が作動していなければ高圧水素タンクへ放水して冷却する

ことを優先する（約 110℃まで加熱されると溶栓弁が作動しタンク内の水素を車両

後方から放出する）

運転席にアクセスが可能である 

＜活動＞IGスイッチ/パワースイッチのオフ 

サービスプラグにアクセスが可能である

＜活動＞高電圧バッテリーからサービスプラグを外す 

安全確認後、 

活動開始 

完了 

完了 

完了 

※感電による事故を防ぐために、オレンジ色の高電圧ケーブルや高電圧部品にふれないこと。 

※必ず絶縁保護具を着装して活動する。

鎮火後 

確実な高電圧の遮断ができない。 

絶縁保護具を着装し十分な絶縁対策をした上で活動する。 
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第４節  天然ガス自動車（NGV：Natural Gas Vehicle） 

■危険性

１ 交通事故等で衝突した際、ガス配管や継手等から天然ガスが漏洩し、出火・爆発に

つながる危険性がある。（天然ガスの燃焼範囲は５～15vol%） 

２ ガス容器が外部から加熱され一定温度以上になると、安全弁が作動して高圧のガ

スが放出され、それに着火して火炎が噴出する危険性がある。（容器が破裂する危険

性は小さい。） 

３ 天然ガス自動車には、ガスのみを燃料にするものだけでなく、ガスとガソリンのど

ちらでも走れる「バイフューエル車」がある。ガス容器とガソリンタンクを両方積ん

でいるので、単なるガソリン車と勘違いしてガス漏れを見落とすことも考えられる

ため、両方の留意点を踏まえる必要がある。 

■安全対策

１ 衝突の場合、過流防止弁、主止弁及び燃料遮断弁など各種の安全装置により、ガス

の漏洩を極力防止する仕組みになっている。ガス容器、配管・継手、機器類は衝突に

耐えうる強度があり、損傷しにくいように配置されている。 

２ 火災の場合は、ガス容器が破裂しないように、ガスを安全に放出する安全弁が作動

してガス容器内の圧力上昇を防ぐ仕組みになっている。 

■装備

燃料である天然ガスを圧縮した高圧のガス容器を積載していることから、ガス対策資

機材を準備する必要がある。 

⇒詳細は「第３章第６節 装備」を参照
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【天然ガス自動車 救助活動手順（案）】 

■出動

■現場到着

■ガスの拡散/遮断

●活動手順にかかる解説

活動 留意事項 

※1

臭気は都市ガスと同じ臭いがついており、漏洩時は、「シュー」というガ

スの放出音がする。

ガスの漏洩等を考慮し、風上又は風横の危険性が少ない場所に部署する。

二次被害が予想される場合は、警戒区域の設定、関係者等を避難誘導する。 

※2

燃料ガスの漏れがあった場合、まず周囲に火気がないかを十分に確認す

る。 

送排風機等で車両から離れた位置からガスの拡散・排除を行う。 

天然ガスは空気より軽いため拡散しやすい。車庫やトンネル内では天井

付近に滞留することがあるため注意する。（燃焼範囲は５～15vol%） 

※3

ガス容器の容器元弁のハンドルまたはレバーを閉止して、燃料ガスの供

給を遮断する。 

※容器安全弁から燃料ガスが漏洩している場合、容器元弁のハンドルまた

はレバーを閉止してもガスの流出を止めることはできない。ただし、複数

NO 

完了 

YES 

（車両の特徴）天然ガス自動車である 

（車両の状態を確認） ※1 

ガスの臭いや漏洩音があるか 

安全確認後、活動開始 

＜活動＞１.臭いや音がなくなるまで近づかない 

２.送排風機等を使用しガスを拡散させる ※2

漏洩箇所の確認 ※3

 

＜活動＞IGスイッチ/パワースイッチのオフ ※4 

完了 

事故状況を踏まえ、要救助者に危険

が切迫している場合は、活動環境を

考慮し救助活動を開始すること。 

※ガス濃度の測定及び送排風機による

拡散等を考慮
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のガス容器を搭載している車両であれば、燃料ガスが漏洩しているガス容

器以外のすべての容器の容器元弁ハンドルまたはレバーを閉止すれば、流

出量を最小限に抑えることができる。 

※4

スマートキーを装備する車両の場合には、誤操作を防止するためスマー

トキーを車両から５ｍ程度距離をとること。

安全確認後、事故車両のエンジンを停止する。
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【天然ガス自動車 火災時活動手順（案）】 

■出動

■現場到着

■火災の対応

●対応要領にかかる解説

活動 留意事項 

※1
安全弁が作動しない状態で車が燃えるケースもあるため、鎮火後は臭い

や音の確認を行う。 

※2

送排風機等で車両から離れた位置からガスの拡散・排除を行う。 

天然ガスは空気より軽いため拡散しやすい。 

車庫やトンネル内では天井付近に滞留することがあるため注意する。（可

燃範囲は 5～15％） 

※3
ガス容器の容器元弁のハンドルまたはレバーを閉止して、燃料ガスの供

給を遮断する。 

※4

スマートキーを装備する車両の場合には、誤操作を防止するためスマー

トキーを車両から５ｍ程度距離をとること。 

＜活動＞IGスイッチ/パワースイッチのオフ ※4 

安全確認後、活動開始 

＜活動＞1.臭いや音の確認 ※1 

2.送排風機等を使用しガスを拡散させる ※2

漏洩箇所の確認 ※3

（車両の特徴）天然ガス自動車である：圧縮された天然ガスを搭載 

・大量の水で消火を行う。（少量の水で消火を行うと再燃の恐れがある）

・ガス容器の容器安全弁が作動した場合は、容器内のガスが抜けきるまでガスの放出は

止まらない（約 110℃でヒューズメタルが溶け出し、容器内の天然ガスを放出する） 

鎮火後 
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第５節  高電圧の遮断等 

第１ 高電圧の遮断について 

ハイブリッド車、電気自動車及び燃料電池車は駆動用バッテリーを搭載し、モータ

ーの駆動時には最大で交流 650Ｖ程度の高電圧を発生させ、動力用モーターの駆動や

エアコン等の装備品を動かしている。これらのバッテリーはボディーと絶縁されてお

り、リレーを介して出力されていることから、パワースイッチのオフ又は関連ヒュー

ズを離脱することで高電圧回路は遮断される。 

緊急時や整備時には、感電による危険性を排除するため強制的に高電圧を遮断しな

ければならないが、誤った手順で行うと短絡や漏電等による感電事故の原因となるの

で注意する。 

 

■駆動用バッテリー（高電圧 100Ｖ～650Ｖ） 

現在、主なものは「リチウムイオンバッテリー」と「ニッケル水素バッテリー」の

２種類があり、それぞれ危険性や処置方法が異なる。 

 

<リチウムイオンバッテリー> 

・多くの自動車メーカーの車両に採用されている。 

・エネルギー密度が高く、大容量高電圧が得られる。 

・材料は統一でなく、様々な物が使われており特性も異なる。下記に代表例を示す。 

材料（代表例） 

正極:マンガン･ニッケル･コバルト酸リチウム、 

リン酸鉄リチウム等 

負極:炭素（グラファイト）、チタン酸リチウム化合物等 

電解液 
炭酸エステルを主とした有機電解液 

（可燃性（引火点 25℃）、非水溶性） 

性質 中性 

色 無色 

中和剤/中和確認 - 

危険有害性 
・引火性の液体及び揮発蒸気がでる（灯油と類似） 

※多量に吸い込まないように注意 

応急処置 ・すぐに大量の水で洗い流す。 

その他 

・電解液は電極体やセパレーターに染み込ませてあるので、破

損しても大量に流出する恐れはない。 

（湿りの多いウエットティッシュのイメージ、液だれはしない） 

・一般的に、リチウムイオンバッテリーの電解液は甘い匂いが
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する。（液漏れした場合は匂いでも判断することができる） 

・過充電等で発火の危険性がある。 

・事故でバッテリーがダメージを受け内部短絡があった場合は

発火の可能性がある。 

 

＜ニッケル水素バッテリー＞ 

・主にトヨタ自動車の車両に採用されている。 

材料 正極：水酸化ニッケル、負極：水素吸蔵合金 

電解液 
水酸化カリウム水溶液 

（不燃の水溶性） 

性質 強アルカリ性 

色 オレンジ 

中和剤/中和確認 飽和ホウ酸水/赤色リトマス試験紙 

危険有害性 

・重篤な皮膚の薬傷及び眼の損傷 

・重篤な眼の損傷 

・呼吸器の障害 

応急処置 ・すぐに大量の水で洗い流す。 

その他 

・電解液は繊維状の不織布に染み込ませているので、破損し

ても大量に流出する恐れはない。（ウエットティッシュのイメ

ージ） 

・万一破裂の事態になった場合、電解液は不燃の水溶液であ

るため、火災につながるリスクは少ない。 

・過充電及び過放電を繰り返すと劣化しやすい。 
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・漏れ出た高電圧バッテリーの電解液は、保護ゴーグル、耐溶剤性の絶縁グローブを

装着し、吸着マットやパーライトで吸い取る。（耐溶剤性の絶縁グローブが無い場

合は、絶縁グローブの上に耐溶剤性保護手袋を二重装着する。） 

※電解液を吸い取った吸着マット等は、専用の収納袋に入れて決められた処理をする。 

 

■高電圧配線 

高電圧配線の被覆は、保安基準の細目を定める告示第 99 条でオレンジ色が指定さ

れている。事故等により、外観上で高電圧配線が切断または被覆がはがれて露出して

いる場合は、感電危険があるため絶対に直接触れないこと。 

 

 

■高電圧の遮断方法 

ハイブリッド自動車、電気自動車及び燃料電池車は、以下の表に示すように駆動

用バッテリーからの電圧を遮断するシステムを備えている。 

   システム 

状況 

自動 手動 

パワースイッチ

連動 

衝突検知 

（エアバックが開くほどの大きな衝撃） 

サービスプラグ 

（高電圧遮断機） 

通常使用時※1 ○ － － 

点検・整備時※2 ○ － ○ 

衝突時※3 － ○ － 

 

※１ 通常使用時、パワースイッチをオフにすると自動的に高電圧システムは遮断

される。 

※２ 点検・整備時は誤作動や誤作業による感電防止のためパワースイッチをオフ

にすると連動して作動する自動遮断装置に加え、手動でサービスプラグを取り

外す。これによりバッテリー本体の高電圧の遮断ができる。 

※３ エアバックが作動する事故時には衝突検知によって自動的に高電圧が遮断さ

れるようになっているが、事故の形態によっては遮断されない場合もある。 

 

 

※写真を追記予定 

・バッテリー内部 

・ボンネット内部からの撮影 

・車の底部からの撮影 
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●高電圧システムに関して、車両メーカーにより以下の安全対策がとられている。 

・高電圧システムは車体と絶縁されており、独立して配線されている。（12V系とは

別回路） 

・高電圧機器や配線はカバーで覆われ、高電圧部分に直接触れさせない形状となっ

ている。 

・高電圧機器のケースと機器内高電圧導電部は絶縁されていて、外部へ電気が漏れ

る危険はない。 

・バッテリーのプラス（＋）、マイナス（－）のいずれかの高電圧配線が車体に接触

していても、地面との間に電位差は生じないため感電することはない。ただし、

車体と露出した高電圧部を同時に触れると導通して感電する。 

・高電圧バッテリーは一般的に防水構造になっているため、通常の使用状況（大雨

等で車底部にあるバッテリーが冠水する程度）であれば水は入らない。バッテリ

ーのプラス（＋）とマイナス（－）の間に水がかかったとしてもその箇所で電流

が流れるだけで、水を伝わって感電することはない。 

・漏電検知装置を有している場合には、漏電が起きるとパワースイッチをオフ後は、

メインリレーが遮断されたままになることから、電気がバッテリーケースから外

部に出ることはない。 

 

●運転席にアクセスが容易である場合 

パワースイッチをオフにすることで、高電圧システムを遮断することができる。 

※高電圧システムを再起動するスマートキーを装備する車両の場合には、誤操作を

防止するためスマートキーを５ｍ程度離すこと。 

 

●事故等で運転席にアクセスが困難な場合 

（パワースイッチは操作できないが、ボンネットは開けられる場合） 

① ヒューズボックス内のヒューズを取り外す 

・ヒューズボックスのカバーを外し、高電圧回路のヒューズを外してシステムを停

止させる。（判断できない場合は全てのヒューズを外す） 

→ヒューズボックスの付近にヒューズ抜きの工具が備えられていることがある。 

 

写真 追加予定 

 

② 12V バッテリーの接続を外す 

・マイナス（－）端子側のケーブルを切り離す。 

※高電圧システムの電源を遮断するためには、高電圧用のメインリレーを作動させ

るための 12V電源の遮断が必要である。 
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※12Vバッテリーのプラス（＋）及びマイナス（－）端子からケーブルを外しただ

けでは高電圧システムは停止できない。（ガソリン車で 12V バッテリーを外して

もエンジンが止まらないのと同様である。） 

 

写真 追加予定 

 

＜注意事項＞ 

・パワースイッチのオフ、ヒューズ及びバッテリーの取り外し作業は絶縁保護具を必

要としない。システムの遮断後、高電圧系のコンデンサーは約 5分経過すると人体

への危険性が低いとされる 60V以下まで放電されるが、緊急の場合であれば絶縁保

護具を着装した上で救助活動を開始すること。 

●事故等でパワースイッチが操作できず、またボンネットが開けられない場合サービ

スプラグ／メインスイッチを取り外す。 

※必ず絶縁保護具を着装した上で実施 

 

＜注意事項＞ 

・車体に強い衝撃を加える作業や、無理な力を加える作業等は行わないこと。（事故

車両、落輪車両、横転車両等の復旧作業は、車体と路面の接触状態や路面の突起物

等の有無を十分確認してから行う。） 

・エンジンが停止していても、高電圧システムが遮断していると判断しないこと。 

・外観で漏電しているかどうかを判断することは出来ないため、バッテリーケースの

損傷が激しく、高電圧の部品等が露出している場合は、感電の危険性があると考え

て活動する。 

・高電圧配線等の絶縁処理をおこなう場合は、絶縁工具を使用すること。（絶縁工具

が無い場合は応急的に通常工具に絶縁用ビニールテープで絶縁処置を施したもの

を代用してもよい。）また、高電圧配線の損傷部にも絶縁用ビニールテープで絶縁



71 
 

処置を施す。 

※接触防止のための処置であり、感電防止にはならないことに注意する。 

・サービスプラグによる高電圧の遮断ではバッテリーは遮断されるが、高電圧のシス

テム系に蓄電されている電気が完全に放電されるまでは約 10 分かかる。以下が当

てはまる場合、高電圧システムは電圧を保っている可能性があるため再確認する。 

※約 5分後に電圧は下がってくるが、二次災害を避けるために絶縁保護具は引き続

き着用する。 

‐エンジンが動いている 

‐イグニッションキーの位置が ACC、ON、STARTのいずれかにある 

‐メーターが点灯している 

‐エアコンが作動している 

‐オーディオが作動している 

‐ワイパーが動いている 

‐ナビやディスプレイが表示されている 

 

・当該車両についての注意事項は、車両に備付けの取扱説明書や各自動車メーカーの

ホームページ等で確認すること。 

 

第２ 水没時の注意事項 

・車両が水没している状態でも、車両に損傷が無い場合は感電の恐れはない。パワ

ースイッチをオフにして高電圧の遮断を行う。パワースイッチにアクセスできな

い場合はサービス活動要領に記載されているその他の手法（ヒューズ、サービス

プラグの取り外し等）で遮断する。遮断実施不可能な場合は絶縁保護具を着装し

て活動に入る。海水でも真水でも同様に活動する。 

・高電圧部品に損傷がなければ車体と等電位化しているため、車体に触っても感電

しない。高電圧部品が損傷して高電圧部が露出している場合は、感電の危険性が

ある。また、高電圧回路が遮断されていても、バッテリーパックが損傷し、内部

の高電圧部品（バッテリ端子等）に直接接触できる場合は感電の恐れがある。こ

のような場合には露出した高電圧部に接触しないように注意して作業を行う。 

・一般的に高電圧バッテリーを含めた高電圧系は防水であり、大雨等で水没するく

らいでは水が入らない構造となっている。（通常走行で濡れる心配のない車室内に

バッテリーが搭載されている場合は除く）。 

・水没を直接検知する仕組みはないが、水没・浸水により絶縁が低下すれば絶縁抵

抗監視モニターで検知し、警告灯が点灯する。 
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※水没時の対応は、自動車メーカーのサービス活動要領の作業手順・注意事項に

準拠すること。 

 

 

 

  

水没に関する参考資料を追加予定 
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第６節  装備 

第１ 高電圧に対する装備 

ハイブリッド自動車、電気自動車及び燃料電池車は、衝撃を受けると高電圧回路が遮

断されるようにメーカー側も設計はしているが、高電圧機器や高電圧ケーブルの破損状

況や事故状況によっては、漏電する回路が発生する可能性があることを知っておかなけ

ればならない。 

救助活動では「漏電している」ことを前提に、絶縁保護具を着用するなど隊員及び要

救助者（傷病者）の二次災害を防止する。 

＜主な絶縁保護具＞ 

耐電ヘルメット 絶縁手袋 絶縁シート 

  
 

絶縁上衣 絶縁ズボン 絶縁長靴 

 

  

絶縁工具 絶縁テープ 
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※ 絶縁保護具は、使用前確認や日常点検を行い、ひび割れやピンホール等が無いこと

を確認しておくこと。 

※ 絶縁保護具が水を吸収した場合、水分が導体となり感電事故の発生につながるので

注意すること。 

※ 活動時は、シャープペンシルやスケールなど、落下して短絡のおそれがある金属製

品を身に付けないこと。 

 

第２ 高圧ガスに対する装備 

燃料電池車及び天然ガス自動車は、それぞれ高圧水素タンク及び高圧のガス容器を搭

載している。 

安全装置等により衝突や火災への対策はとられているが、交通事故等で衝突した際に

ガス配管や継手等からガスが漏洩する危険性や、ガス容器が外部から熱せられた際に溶

栓弁等が作動しガスが放出される等の危険性があるため、ガスの漏洩に対応する装備が

必要となる。 

＜主なガス対策資機材＞ 

水素ガス検知器 送排風機（可搬式・防爆型） 

写真掲載 写真掲載 

熱画像直視装置 防爆ライト 

写真掲載 写真掲載 

※送排風機はガス濃度の低減、可燃領域の縮小、着火リスクの低減、燃焼時の風圧の

低減に非常に有効であるため、活用すること。 
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第４章 救護救出要領 

第１節  救護に関わる基礎知識 

交通救助において、要救助者の受傷形態で最も多いのが「外傷」である。重症度及び

緊急度は車両の種類や成人、小児等の体型の違いによって損傷の度合いは変わってくる

が、最も重要な要素は事故関係車両の速度である。衝突により要救助者へかかるエネル

ギーがどのくらいかによって損傷の程度が決まる。 

車両メーカーによる車両の安全性能の向上やシートベルト着用の義務化、警察の取り

締まりの強化等により安全対策が進んでいるが、多発外傷となれば要救助者の予後に大

きく関わるため、救助者は適切な処置を実施しながら救出しなければならない。 

事故の形態により、運転手はハンドル外傷やダッシュボード外傷、シートベルト外傷

等を受ける。また、乗員の頭部・頚部損傷が多く重症度が高くなるのも特徴的である(警

察庁交通局,H30 年度中交通事故の発生状況.p12.2018)。交通事故において発生する重

症度の高い主な外傷を以下に挙げる。 

 

第１ 活動性外出血 

「防ぎ得た外傷死」(Preventable Trauma Death)の中で最も多いのは大量出血である。

大量出血により血圧が低下することでショック状態に陥り死亡することがある。交通

外傷では、特に気をつけなければいけない。 

 

＜対処法＞ 

１ 直接圧迫止血法により出血をコントロールする。 

２ 出血部位を心臓より高い位置に挙上する。（出血部位への血流を減少させる。） 

 

【参考】ターニケットを使用した止血 

四肢の切断等による大きな損傷で大量出血となった場合は、直接圧迫止血法と止血

帯法（ターニケット使用）を組み合わせると止血の効果はより高くなる。 

●ターニケット： 

出血の早期コントロールを可能とする止血帯。

直接圧迫止血法では止血できない四肢の切断な

どの出血の場合、ターニケットを装着すると効

果的である。（ターニケットを装着した際は、末

梢部位の阻血等の合併症を防ぐため、駆血時間

を記録する。） 
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【参考】消防庁 テロ災害等の対応力向上としての止血に関する教育テキスト 

https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/kento215_29_shiketsu_jukou.pdf 

 

第２ 頸椎損傷 

追突された際、頸部が過度に前屈・後屈することで靱帯の損傷や頸椎の骨折・脱

臼が生じる。頭部・顔面外傷のある要救助者は、頸椎損傷の危険性があることを念

頭に置いて活動する。接触時には要救助者から頸部痛の訴えがなくても、不用意な

頸部の動揺により二次的に頸椎を損傷することも考えられるため注意すること。 

＜対処法＞ 

１ 頸椎カラー使用し頸椎の安静・固定をする。 

→頸部の動揺による脊髄神経の損傷を防ぐ。 

２ 頸椎カラーだけでは頸部の動揺性を確実に防ぐことはできないため、バックボー

ド及びヘッドイモビライザーによる全身固定を行う。 

 

参考 《手技》頸椎カラーの装着 

１ 頸椎カラーのサイズ測定方法 

ア ニュートラル位に保持し、肩から下顎先端までの高さを測定する。正確なサイズ

を測定するためには、指を首の付け根に置く。 

イ 頸椎カラーの高さを調節する。もしくは高さに合ったサイズを選定する。 

 

 

 

 

 

２ 頸椎カラー装着 

 ア 前胸壁を滑らせるようにして下顎を固定する。 

 イ 頸椎カラー後部を頸部にくぐらせる。 

 ウ たるみに注意してしっかりと固定する。 

 

３ 装着後の確認 

 固定後は要救助者の鼻－顎先－臍のラインが 

一直線上にあることを確認する。 

 

これまで交通事故における外傷事案では、頸椎・頸髄損傷の徴候や症状が認められな

くても全身固定が実施されていた。一方で予後に関するエビデンスはなく、呼吸抑制と

いった要救助者の不快感の原因になっているという報告もある。そのため、受傷機転や

全身観察の所見から脊椎・脊髄損傷が疑われる場合や要救助者の意識状態などにより適

  

  

https://www.fdma.go.jp/singi_kento/kento/items/kento215_29_shiketsu_jukou.pdf
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切な評価ができない場合に限り、脊椎運動制限（SMR：Spinal Motion Restriction、以

下 SMR という。）を実施するように修正された。 

 

［脊椎運動制限(SMR)の適応］ 

１ 脊椎・脊髄損傷の可能性がある受傷機転 

（例）高速の自動車事故 

２ 脊椎・脊髄損傷を疑うべき所見 

（例）頸部・背部の疼痛や圧痛 

・対麻痺・四肢麻痺などの神経学的異常 

・頭部・顔面の高度な損傷 

・意識消失の病歴 

３ 正確な所見が得られない要救助者 

（例）事故や受傷による精神的動揺がある 

・意識障害 

・アルコール、薬物の摂取、中毒 

・身体部位のいずれかに強い痛みを訴える 

 

写真 追加予定 

※脊椎運動制限を実施する際は、要救助者の脊柱軸を一直線に維持すること。 

 

【参考】脊椎の保護について 

「脊椎」とは、一般的に背骨と呼ばれる部分であり、ヒトの頭部から腰までを支えて

いる。この骨が損傷すると、骨の内部を通っている中枢神経（脊髄）が傷つき四肢の

麻痺を起こす。交通事故では、事故の衝撃により脊椎の中でも特に弱い頸部を損傷し

ているケースが多くみられるため、鎖骨から上部に外傷があれば脊椎を損傷している

可能性を考えて活動する。 

 

第３ 圧挫症候群（挫滅症候群、クラッシュ・シンドローム） 

長時間圧迫された四肢や臀部が救助により開放された後、壊死した筋肉からカリ

ウムやミオグロビン、乳酸といった毒性物質が一気に全身に運ばれ、臓器に致命的

な損害を及ぼす。ショック、血圧低下、代謝性アシドーシス、播種性血管内凝固症

候群、高ミオグロビン血症による急性腎不全などを引き起こすほか、高カリウム血

症によって致死性不整脈を起こし心停止に陥ることもある。 

通常、損傷領域の再灌流が 4～6時間遅れると有害物質の放出が起こる。しかし、

損傷の重症度および筋肉コンパートメントへの圧迫の程度によって短時間でも起

こりうるため、圧迫時間のみで判断しないように注意する。自動車事故の場合、局
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所的または中枢の感覚神経中断や損傷により発見しにくいこともあるため、損傷の

原因となっている外的な力が取り除かれる前に、挫滅創の可能性や程度を評価する

必要がある。 

＜対処法＞ 

１ 救出（再灌流）前に救急救命士等により静脈路を確保し、生理食塩水やカリウム

を含有しない輸液を実施する。 

→ 循環する血漿（血液中の液体成分）量を維持することができ、ショックの是正と

腎不全の予防となる。 

写真 追加予定 

第４ 外傷性気胸 

頸部から胸部にかけて外傷があれば、気胸の可能性を考慮して対応する。 

肺の損傷部位から胸腔内に空気が漏れて胸腔内圧が上昇し静脈還流が阻害され

るため、放置すると呼吸状態が悪化するだけでなく、血圧低下やショック状態に陥

ることがある。 

 

第５ 骨盤骨折 

骨盤には血管が多く存在するため、骨折すると大量出血（2000～4000㎖）をきた

して出血性ショックになりやすい。四肢の出血などと比べて救助隊員が骨盤損傷を

認識することは難しいため、受傷機転や事故時の状況から骨盤骨折の疑いを持って

活動をする。 

 

＜対処法＞ 

１ 隠れていた損傷や出血の新たな兆候がないか、常に要救助者を再評価する。 

２ 不用意に骨折部へ外力を与えないように注意する。（傷病者をバックボード

等に載せる際、可能な限りログロールは回避すること。） 

 

【参考】サムスリングを使用した骨盤固定 

大量出血による出血性ショックを防ぐため、早期に骨盤固定を行う必要がある。 

● サムスリング： 

骨盤固定専用副木。最適な固定圧力に

より骨盤骨折を圧迫、整復及び固定し、

骨盤を安定させて出血を止める。 
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第２節  車内進入と要救助者アクセス 

交通事故現場では、要救助者の状態を正しく観察・評価して最適な処置を実施するこ

とが重要である。※応急処置に関しては、必ず救急隊と連携して活動する。 

■車内進入 

要救助者に最短かつ最も安全にアクセスできるルートを選択する。隊で情報を共有

し、安全を確保しながら各種資機材を活用して活動を進めていく。要救助者に声がけ

をして安心感を与えると共に頸椎損傷を防ぐため頭部を動かさないように指示する。

なお、救出で車内に進入する場合はエアーバッグの展開に注意する。 

 

■活動の手順 

  

状況評価 

 出動指令～現場到着、要救助者へ接触するまでに一連で実施する活動を状況評価

といい、以下の項目を実施する。 

１ 感染防止：手袋、ゴーグル、マスク、感染防止着等の装着 

２ 携行資機材の準備：全身固定具(バックボードなど)、呼吸管理器具、 

外傷セット等 

３ 現場の安全確保・二次災害防止：救助者の危険を伴うようなら撤退する。 

・交通規制はされているか（警察は到着しているのか） 

 警察が到着していないとなれば、交通の統制を行う。 
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・感電の危険性はどうか 

・火事や爆発に巻き込まれないか 

４ 傷病者の数の把握 

・応援要請は必要か 

・要救助者の人数の見逃しはないか 

５ 受傷機転の確認：受傷機転から外傷の種類を推察することができる。 

（例）正面衝突でハンドルが変形していれば心挫傷、心タンポナーデ、大動脈破裂、

気胸、腹腔内出血などが疑われる。 

 

※状況に応じて、ドクターカーやドクターヘリの要請も考慮する。 

＜要請基準例＞ （引用：船橋市ドクターカーの出動基準） 

(1) 心肺蘇生を必要とする傷病者、その他の重度傷病者が発生した場合 

(2) 傷病者救出に相当の時間を要し、その間に救命上の治療手段を必要とする場合 

(3) 多数の傷病者が同時に発生し、搬送順位の判定が困難な場合 

(4) 前各号に掲げる場合のほか同乗医師又は消防局長が必要と認める場合 

 

【参考】高リスク受傷機転(高エネルギー外傷) 

（総務省消防庁:平成 25年度緊急度判定体系に関する検討会報告書より引用） 

・３m以上の高さからの転落、墜落、滑落 

・自動車事故：車体の横転、乗員の車外放出や車内閉じ込め、同乗者の死亡、高速

道路上の事故、転落など 

・高スピードでの自動二輪車事故 

・歩行者、自転車及び自動二輪車対自動車事故 

・鉄道車両との接触事故 

・頭頸部や体幹部の鋭的外傷（刺された、撃たれた） 

・四肢の切断および不全切断（手関節・足関節より近位のもの） 

・救出に時間を要する（概ね 20分以上）事故等 

・機械に巻き込まれた、挟まれた。重量物の下敷きになった、ぶつかった 

・爆発、列車・飛行機などの多数傷病者の発生が予想される事故 

・上記以外で医師の現場派遣が望ましい事故 

 

初期評価（生理学的評価） 

初期評価では、要救助者が生命の危機にあるの

か、また今後すぐにそうなる可能性があるのかを

「意識」「ABC」（「Airway＝気道」「Breathing＝呼吸」

「Circulation＝循環」）で迅速に評価する。 
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１ 頭部保持：要救助者の頭部をニュートラル位にして両手で保持する。 

※できるだけ頭の上または顔が向いている方向から近づき、頭を動かさないように

声を掛ける。※痛みを訴えた場合はそのままの状態で固定する。 

２ 意識レベルの評価及び気道（A）の評価：必要であれば下顎挙上した上で声掛け

をする（脊椎と頭を一直線に保つこと）。呼びかけに返事（発語）があれば意識レ

ベルⅠ桁、気道は開通している。呼びかけに反応がなければ意識レベルⅡ桁以上。 

【参考】意識レベルの評価方法 JCSと GCS 
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３ 呼吸（B）の評価：要救助者の胸部・腹部の動きを見る等で、正常な呼吸をしてい

るかどうかを確認する。呼吸がなければ下顎挙上で気道確保をして酸素投与（リザ

ーバー付き酸素マスク 10ℓ/分以上）開始。 

４ 循環（C）の評価：感染防止（ディスポーザブルグローブ）をした上で橈骨動脈が

触知するかどうかを確認する。触れなければ頸動脈を触診する。皮膚の色、状態、

温度を確認する（皮膚が湿潤して冷たく蒼白であればショック状態の可能性があ

る）。 

※活動性の出血があれば、すぐに圧迫止血を実施する。 

 

【参考】血圧計がない場合の血圧の類推 

橈骨動脈で触知可能 収縮期血圧は 80mmHg以上ある 

大腿動脈で触知可能 収縮期血圧は 70mmHg 以上ある 

頸動脈で触知可能 収縮期血圧は 60mmHg 以上ある 

ここで緊急事態と判断すれば Load and Go宣言する。 

※心肺停止が確認されれば観察を中断して一次救命処置実施する。 

 

【参考】Load and Go 

外傷事故現場において、重症度が高く救命出来る可能性のある傷病者に対して、現

場で最低限の処置を行い、早期に病院へ搬送すること。Load and Go を宣言し周囲の

救助者へ周知することで、迅速な車内収容と高度な医療機関への搬送につなげる。初

期評価における生理学的な異常の評価、全身観察における解剖学的異常の評価、状況

評価における受傷機転の評価で判断する。 

 

交通外傷における傷病者は、大量出血や呼吸不全によって低酸素に陥りやすい。初

期評価で異常がなくても、救助活動中には必ず酸素投与を実施する。パルスオキシメ

ーターで血中酸素濃度を測定し、状況を把握すること。 

車両に閉じ込められている場合、傷病者へのアクセスが制限されるため、以下にあ

る全身観察の実施は難しい。活動スペースや時間に余裕がある場合は積極的に行う。

特に体の一部が挟まれている場合、傷病者の容態は変化しやすいため、継続的に観察

を実施すること。 

 

全身観察（解剖学的評価） 

どこにどのような損傷を受けたかを解剖学的な観点から評価する。急速に生命を脅

かす損傷の有無を頭部から順次、視診・聴診・触診で迅速に観察していく。 

・頭部：圧痛、不安定性、骨折音に注意する 

・頸部：特に後頸部正中の圧痛に注意する 
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・気管変位の有無：変位があれば緊張性気胸、大動脈断裂が疑われる 

・頸静脈怒張の有無：怒張があれば、緊張性気胸、心タンポナーデが疑われる 

→頸椎カラーを装着する（用手での頭部固定は継続） 

・胸郭の動き、外傷、皮下気腫の有無 

・左右の呼吸音及び心音の聴取：肺や心臓に異常があるかを確認 

・腹部の損傷、緊張、膨隆、圧痛の有無 

・骨盤：骨盤骨折があるのかを確認、不安定なら以後のログロールは禁止 

・大腿、下腿、上肢：骨折、麻痺（感覚があるかどうか）等の確認 

・実施可能であれば、背部の観察を行う。 

 

■情報聴取 

処置をする上で重要となる要救助者の情報（SAMPLE または GUMBA）を聴取する。 

S ＝symptom 症状 

A ＝allergy アレルギー 

M ＝medications 内服薬 

P ＝past medical history 病歴 

L ＝last oral intake 最終食事摂取時刻 

E ＝event preceding the incident 事故前の出来事、原因 

 

G 原因（事故のいきさつ） 

U 訴え（主訴） 

M めし（最終食事摂取時刻） 

B 病気・病歴（服用薬品含む） 

A アレルギー 

 

 

第３節  要救助者の安定化と救出 

要救助者を車外へ救出する際には、状況に応じて資機材等を活用し、適切に SMRを

継続しながら迅速に且つ確実に救出する方法を選択する。頸椎固定等の処置は要救助

者に不安を与えないよう、必ず声掛けをしながら行う。また、事故現場では、火災や

爆発の危険、ガラス片の散乱といった様々な活動障害が考えられるため、消防隊や救

急隊とも連携して安全管理を実施する。 
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■用手による救出方法 

頸椎カラーを利用して頸椎固定を行い、バックボードで救出する。 

① 隊員 1名は頭部保持を維持、別の隊員が適切にサイズ調整した頸椎カラーを要救

助者に装着する。頸椎カラーだけでは頸椎固定が不十分であるため、必ず用手固

定も継続する。 

② バックボードを要救助者の臀部と座席シートの間に差し込む。頭部保持者の合図

で要求者の脊柱軸を真っ直ぐに保ったまま体幹部を回転させてバックボードに

乗せる。要救助者の上半身をバックボードに倒し、車外へ救出する。 

※要救助者の身体に最も動揺を与えるのが「救出中」である。運転席から救出する

際は、頭部固定を実施し、脊柱軸が曲がらないように真っ直ぐに保って頸椎が圧

迫されないように注意する。 

 

写真 追加予定 

 

■毛布を使用した救出方法 

毛布の対角線の両端を持ち同方向に回転させて帯状にし、毛布の厚みを利用して頸

椎固定を行い、バックボードで救出する。 

① 隊員 1名は頭部保持を維持、別の隊員が要救助者の後頸部から毛布をかけて先端

を胸の前で交差させ脇の後方へ通す。 

② 緩みが出ないように気をつけながら、脇の下から出てきた毛布の両端を持ち上げ

て背中の方へ引き上げて頭頸部を固定する。 

③ バックボードを要救助者の臀部と座席シートの間に差し込む。頭部保持者の合図

で要求者の脊柱軸を真っ直ぐに保ったまま体幹部を回転させてバックボードに

乗せる。毛布の両端を引いて要救助者の上半身をバックボードに倒し、車外へ救

出する。 

 

写真 追加予定 

 

＜参考＞KED を使った救出法 

用手や毛布を利用した救出方法よりも装着に時間がかかるため、Load and Go 症例

には適応しない。上半身の固定や上部方向への救出には優れているが、それ以外の固

定力は十分ではない。 

● KED(Kendrick extrication device)： 

主に交通事故や外傷で上半身の脊柱保護を確実に行う場合に使用する固定用資器

材。狭所等で脊椎・頚椎損傷の疑いのある傷病者を吊り上げ／下げて救出すること
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ができる。搬送中における要救助者の動きを最小限に抑える事が可能となるため、

バックボードと併用して使用する。 

 
  



86 
 

 

 

＜参考＞ショートボードを使った救出法 

シートに座った状態の要救助者を容易に脊柱固定することができる。KEDと同じく、

上半身の固定力しかないため、適応する症例を考慮すること。 

●ショートボード： 

主に交通事故の際に使用される上半身の脊椎固定用器具。バックボードと比較して

約半分の長さであるため、迅速に上半身を固定し搬送することができる。バックボー

ドと併用して使用する。 
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参考資料１ 車の基本構造 

■ 車の基本構造（駆動方式） 

クルマはエンジンの位置と駆動方式によって FF 方式、FR 方式、MR 方式、RR 方式、

4WD 方式の 5 タイプに分けることができる。4WD 方式を除く 4 タイプは 2 文字のアルフ

ァベットで表現されているが、これは前の文字がエンジンの搭載位置を示し、後ろの文

字が駆動輪を表している。 

 

※ 前の文字が Fの場合は前部（フロント）にエンジンがあり、Mは前後の車軸の中

間（ミッド）にあり、Rは後部（リア）に搭載されていることを示している。 

※ 後ろのアルファベットが Fなら前輪駆動、Rなら後輪駆動を示している。 

 

前述した 5タイプのうち、一般的に採用されているエンジン位置と駆動方式は、FF方

式、FR 方式、4WD方式の 3種類になる。 

 

FF 方式は小・中型車に多く、駆動力を後輪に伝えるプロペラシャフトが不要になる

ため、室内が広く作れることが特徴である。ただし、駆動輪と操舵輪が一緒になるため、

最小回転半径が大きくなりがちで、アンダーステア傾向が強くなる運転特性がある。こ

れに対して、FR方式は高級車やスポーツカーに多く、前輪に駆動力がかからないため、

素直なステアリングフィールが得られることが特徴である。 

4WD 方式にはフロントエンジンとリアエンジンがあるが、4 輪に駆動力を伝えること

ができるため、滑りやすい路面などに強いのが特徴で、高速走行時の直進安定性や操縦

安定性に優れるシステムといえる。 

FF方式 FR方式 ４WD方式
（ﾌﾛﾝﾄｴﾝｼﾞﾝ・ﾌﾛﾝﾄﾄﾞﾗｲﾌﾞ） （ﾌﾛﾝﾄｴﾝｼﾞﾝ・ﾘｱﾄﾞﾗｲﾌﾞ） （四輪駆動車＝AWD）

エ
ン
ジ
ン変
速
機

エンジン 変
速
機

手動切替

パートタイム４WD

センターデフ

カップリング

フルタイム４WD

スタンバイ４WD



90 
 

参考資料２ 電気の基礎知識 

■ 電気の基礎知識 

第１ 物質の構造、分子、原子と電子 

物質は分子の集まりで、分子は多数の原子からできている。また、原子は中心の

原子核とそのまわりを回る数個の電子からできている。 

 

出典：J-PARCセンター 

 

第２ 電荷 

電子の持っている電気の量のことを「電荷」という。単位は C(クーロン)。電気

的に＋（プラス）もしくはー（マイナス）の性質を有しており、＋（プラス）同士

と－（マイナス）同士の電荷は反発し＋（プラス）とー（マイナス）の電荷は引き

合う。 

第３ 電流 

マイナスの電気を持った電子の移動に伴う電荷の移動のことを「電流」という。

単位は A(アンペア)。1Aとは 1秒間あたり、1C(クーロン)の電荷が移動したときの

値。電子は電池のプラスに引かれてマイナスからプラスへ向かって移動するが、電

流の方向は電子の流れとは反対にプラスからマイナスの方向に流れる。 
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第４ 電流の三作用 

電流が流れると、「発熱作用」「磁気作用」「化学作用」が起こる。 

・発熱作用：抵抗を持つ導体に電流を流すと熱を発生する。 

（例：電気ヒーターなど） 

・磁気作用：導線に電流が流れると周囲に磁界が生じる。 

（例：コイル、モーターなど） 

・化学作用：陽イオン、陰イオンが関係する電気的現象を生ずる化学変化。 

（例：バッテリーなど） 

 

● ジュール熱：導体に電気を通すと自由電子が移動する際に原子と衝突し、その

際に起こるエネルギーが熱に変換されて発熱現象が起きる。抵抗が大きい物質ほ

ど発熱が大きくなる。この電気が流れて発生する熱をジュール熱という。 

● ジュールの法則：導線に電流を通したとき、一定時間に発生する熱量は電気抵

抗及び電流の強さの 2乗に比例する。 

 

第５ 電圧 

電子を移動させようとする力のことを「電圧」という。電荷を帯びた電子は電圧

をかけることで移動する。単位は V(ボルト)。 

 

第６ 抵抗 

電流の流れ難さを示したものを「抵抗」という。単位はΩ（オーム）。1オームの

抵抗(R)に 1ボルトの電圧(E)を加えると 1アンペアの電流(I)が流れる。 

導体に電気が流れると電子がマイナスからプラスに向かって流れるが、導体の内

部で原子核に自由電子が衝突すると移動速度が衰える。抵抗が大きいと電流は流れ

にくくなり、小さいと流れやすくなる。一般的に、金属類は温度が上がると抵抗が

高くなる。抵抗は物質の温度の他に、断面積や長さにも影響を受ける。 

出典：アイアール技術者教育研究所 

●オームの法則：電流の強さは、電圧に比例し、抵抗に反比例する。 

V＝I×R   V（V）･･･電圧、I（A）･･･電流、R（Ω）･･･抵抗 
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第７ 直流(DC)と交流(AC) 

常に一定の方向に同じ大きさで流れる電流を直流電流という。（例：乾電池や蓄

電池）一方、電気の流れる方向や大きさが変化し、一定の周期で電流のプラスとマ

イナスが入れ変わる電流を交流電流という。（例：発電機、家庭用コンセント） 

     

 

第８ 直列回路と並列回路 

回路には、電気の通る道が 1本だけの直列回路と、電気の通る道が 2本以上に分

岐した並列回路がある。直列回路は電気の通り道が 1本のため、その回路の―部を

切り離すと電流は流れなくなる。並列回路は電気の通り道が分岐しているので、分

岐部分の回路の一部を切り離しても電流は流れる。 

    

        直列回路            並列回路 
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■ 電圧の区分と感電対策

第１ 電圧の区分 

厚生労働省が労働安全衛生規則に定めている電圧の区分は以下のとおりである。 

直流 交流 

低  圧 750Ⅴ以下 600Ⅴ以下 

高  圧 750Ⅴを超え 7000Ⅴ以下 600Ⅴを超え 7000Ⅴ以下 

特別高圧 7000Ⅴを超えるもの 

ハイブリッド車や電気自動車は200V～400Vの高電圧バッテリーを積載しており、

低圧電気の区分に該当する。昇圧装置を用いてバッテリー電圧以上の回路を有する

自動車もある。 

電気は、低圧、高圧、特別高圧に関わらず、感電事故や火災等を引き起こす可能

性があるため、安全に使用するためには、正しい知識を持ち、正しく取り扱う必要

がある。 

第２ 感電対策 

１ 感電 

電気製品や電気設備の不適切な使用や工事等で人体又は作業機械が電線へ接触、

漏電の発生、落雷等の要因により、人体に電流が流れて障害を受けることをいう。 

感電の影響の大きさは､｢流れた電流の大きさ｣､｢流れた時間｣､｢流れた経路(人体

の部位)｣によって変わるが､電流の大きさによる症状はおよそ次のとおりである｡ 

通過電流の大きさ 人体の反応 

1mA ・ピリッと感じる、人体に危険性はない

5mA 
・人体に悪影響を及ぼさない最大の許容電流値

・相応の痛みを感じる

10～20mA 

・離脱の限界（不随意電流）、筋肉の随意運動が不能なる

・持続して筋肉の収縮が起こり、握った電線を離すことがで

きなくなる

50mA 

・疲労、痛み、気絶、人体構造損傷の可能性

・心臓の律動異常の発生、呼吸器系等への影響

・心室細動、心肺停止の可能性あり

100mA ・心室細動の発生、心肺停止、極めて危険な状態になる
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２ 短絡（ショート） 

電位差のある２点間を抵抗の小さい導体で接続すること。 

３ 漏電 

絶縁物の傷や劣化により、電線やケーブル正常な回路から電気が漏れること。 

４ 接地（アース） 

 電気設備機器等に漏電が発生した場合、電流を大地に流して人等に感電しないよ

うにするもの。ただし、自動車のアースは本来の接地の意味ではなく、金属ボディ

ーをマイナス配線の代わりに使用している偽アースと呼ばれている。 

＜次世代自動車の感電対策について＞ 

ハイブリッド車、電気自動車及び燃料電池車には駆動用の高電圧バッテリーが搭載さ

れているが、安全のための感電対策がされている。 

● 高電圧部分をカバーで覆う、高電圧バッテリーと他の電動部分を絶縁材で覆う

→ 高電圧の部分に直接接触しないようにする。

（適正な絶縁材選定と絶縁距離の確保） 

● 高電圧部品を車体とアースする、高電圧回路の遮断や電位差がないようにする。 

→ 万が一故障の際に内部に触れても、電位差が発生しないため感電しない

参考 

【特別教育「低圧電気取扱業務」について】 

50Ｖ以上の電圧があるものに対する「修理」は有害業務とされており、ハイブリッ

ド車や電気自動車等の取り扱いは高電圧部位の取り扱いは低圧に区分されているた

め、「低圧電気取扱特別教育」を受講することが望ましい。※ＥＶ・ＨＶの故障車お

よび事故車を自動車修理工場までけん引（搬送）する等、応急処置として作業を行う

事業者は受講が必須とされている。 
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＜電気自動車等の整備業務に係る特別教育の科目・範囲・時間＞ 

科目 範囲 時間 

低圧の電気に関する

基礎知識 
低圧の電気の危険性、短絡、漏電、接地、電気絶縁 １時間 

低圧の電気装置に関

する基礎知識 

安衛則第三十六条第四号の二の自動車の仕組みと

種類、コンバータ及びインバータ、配線、駆動用蓄

電池及び充電器、駆動用原動機及び発電機 電気

使用機器、保守及び点検 

2.5 時間 

低圧用の安全作業用

具に関する基礎知識 

絶縁用保護具、絶縁工具及び絶縁テープ、検電器 

その他の安全作業用具、管理 
0.5 時間 

自動車の整備作業の

方法 

充電電路の防護、作業者の絶縁保護、サービスプラ

グの取扱いの方法、停電電路に対する措置 作業

管理、救急処置、災害防止 

１時間 

関係法令 法、令及び安衛則中の関係条項 １時間 

 

各消防本部を対象に実施した実態調査では、知識の取得のため、職員に特別教育 

を受講させる取組みをしている本部が確認された。 
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参考資料３ メーカー別レスキュー活動要領 

 

 

 

いすゞ自動車（株） 

 

http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html 

（主な対象車種）エルフハイブリッド、大型路線バス エルガハイブリッド 

【トップページ⇒ＣＳＲトップ⇒いすゞ車のリサイクルについて⇒いすゞ 

車のリサイクル情報】 

スズキ（株） 

 

http://www.suzuki.co.jp/car/afterservice/rescuemanual/ 

（主な対象車種）スイフト、ソリオ 

【トップページ⇒四輪車トップ⇒アフターサービス⇒レスキュー活動要領】 

（株）ＳＵＢＡＲＵ 

 

https://www.subaru.co.jp/products/rescue-hybrid.html 

（主な対象車種）SUBARU XV HYBRID、IMPREZA SPORT HYBRID、FORESTER e-

BOXER、SUBARU XV e-BOXER、IMPREZA SPORT e-BOXER 

【HOME⇒商品に関する重要なお知らせ⇒SUBARU ハイブリッド車 レスキュー

時の取り扱い】 

トヨタ自動車（株） 

 

https://global.toyota/jp/your-vehicle/quick-reference-sheet/ 

（主な対象車種）TOYOTA：アクア、プリウス、ミライ等、LEXUS：CT200h、

ES300h、GS350等 燃料電池バス：SORA 

【トップページ⇒車両レスキュー時の取扱い⇒SORA レスキュー時の取扱い

/ハイブリッド車レスキュー時の取扱い】 

日産自動車（株） 

 

http://www.nissan-global.com/JP/SAFETY/RESCUE/ 

（主な対象車種）アトラス、エクストレイル、KICKS、シーマ、スカイライ

ン、セレナ、ノート、フーガ、リーフ 

【トップページ⇒サイトマップ⇒交通安全⇒安全技術紹介（クルマでの取

り組み）⇒レスキュー時の取り扱い】 

■国内自動車メーカー 

http://www.isuzu.co.jp/company/csr/recycle/info/index.html
http://www.suzuki.co.jp/car/afterservice/rescuemanual/
https://www.subaru.co.jp/products/rescue-hybrid.html
https://global.toyota/jp/your-vehicle/quick-reference-sheet/
http://www.nissan-global.com/JP/SAFETY/RESCUE/
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日野自動車（株） 

 

http://www.hino.co.jp/service/hybrid/index.html 

（主な対象車種）日野デュトロ ハイブリッド、日野プロフィア ハイブリッ

ド・クールハイブリッド、日野セレガＲ ハイブリッド、日野セレガ ハイブ

リッド、日野ブルーリボンシティ ハイブリッド、日野ブルーリボン ハイブ

リッド、日野ブルーリボン ハイブリッド 連節バス 

【トップページ⇒トータルサポート⇒アフターサービス⇒ハイブリッド車レ

スキュー時の取扱い】 

本田技研工業（株） 

 

http://www.honda.co.jp/rescue-auto/ 

（主な対象車種）Accord Hybrid / Accord Plug-In Hybrid、CLARITY FUEL 

CELL、CR-Z、FIT EV、FIT HYBRID、GRACE HYBRID、JADE HYBRID、LEGEND HYBRID、

NSX、ODYSSEY HYBRID、SHUTTLE HYBRID、VEZEL HYBRID 

【トップページ内下段クルマ（リサイクル)⇒電気自動車・ハイブリッド車 バ

ッテリリサイクル⇒下段 電気自動車(EV)・ハイブリッド車 レスキュー時

の取り扱い】 

マツダ （株） 

 

https://www.mazda.co.jp/carlife/owner/advice/rescue/ 

（主な対象車種）DEMIO EV、AXELA HYBRID 

【トップページ⇒オーナー／カーライフ⇒インフォメーション⇒万が一の時

は⇒下段 レスキュー時の取り扱い】 

三菱自動車工業（株） 

 

https://www.mitsubishi-motors.co.jp/support/rescue/ 

（主な対象車種）i-MiEV、MINICAB-MiEV、アウトランダーPHEV、DIGNITY、

デリカ D:2 

【トップページ⇒企業・IR/採用⇒製品情報⇒最下部 緊急時対応活動要領は

こちら】 

三菱ふそうトラック・バス（株） 

 

https://www.mitsubishi-

fuso.com/oa/jp/information/rescue_manual/index.html 

（主な対象車種）eCANTER、キャンター エコ ハイブリッド、エアロスター 

エコ ハイブリッド 

【トップページ⇒ニュース⇒お客様へのお知らせ⇒ハイブリッド車及び電

気自動車レスキュー活動要領（改訂版）】 

http://www.hino.co.jp/service/hybrid/index.html
http://www.honda.co.jp/rescue-auto/
https://www.mazda.co.jp/carlife/owner/advice/rescue/
https://www.mitsubishi-motors.co.jp/support/rescue/
https://www.mitsubishi-fuso.com/oa/jp/information/rescue_manual/index.html
https://www.mitsubishi-fuso.com/oa/jp/information/rescue_manual/index.html
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アウディ ジャパン（株） 

 

https://www.audi.co.jp/jp/web/ja/accessory_service/info_top/hy

brid_rescue.html 

（主な対象車種）Audi A3 Sportback e-tron、Audi A6 hybrid、Audi A8 

hybrid、Audi Q5 hybrid、Audi e-tron 

【トップページ⇒サービス＆アクセサリー⇒お知らせ⇒電気自動車用/ハイ

ブリッド車用レスキューサービスガイドライン】 

ストリートスクーター・ジャパン㈱ 

 

https://www.streetscooter.com/wp-content/uploads/2020/06/ レ ス

キュー活動要領.pdf 

【（主な対象車種）WORK L 

・トップページ⇒ダウンロード⇒レスキュー活動要領】 

テスラモーターズジャパン合同会社 

 

https://www.tesla.com/jp/firstresponders 

（主な対象車種）Model S、Model X、Model 3、Model Y、Roadster 

【トップページ⇒下部 お問い合わせ⇒緊急対応⇒緊急要員⇒テスラ車の

緊急時対応方法】 

ビー・エム・ダブリュー（株） 

 

https://aos.bmwgroup.com/web/oss/service 

（主な対象車種）BMW（コンパクトバン、ガブリオレ、クーペ、セダン等）、

BMWi（i3、i8、iX3）、MINI（Clubman、ガブリオレ、Countryman、クーペ） 

【（公式アフターセールスオンラインシステム）トップページ⇒サービス⇒

レスキュー情報】 

フォルクスワーゲン グループ ジャパン（株） 

 

http://web.volkswagen.co.jp/afterservice/etc/care.html 

（主な対象車種）e-Golf、Passat GTE、Golf GTE、Touareg Hybrid 

【トップページ⇒アフターサービス⇒リコール・その他⇒運転上の注意⇒ハ

イブリッド車レスキュー時の取り扱い】 

ポルシェジャパン（株） 

 

https://www.porsche.co.jp/recallinformation/2015-11-10/ 

（主な対象車種）Cayenne S Hybrid SUV、Cayenne S E-Hybrid、Panamera S 

Hybrid、Panamera S E-Hybrid、918 Spyder、Panamera S/Turbo S E-Hybrid、

Panamera Sport Turismo E-Hybrid、Cayenne E-Hybrid SUV、Porsche AG 

Taycan 

【トップページ⇒サービスとアクセサリー⇒オーナーサービス⇒リコール

情報⇒下段 詳しくはこちら⇒ポルシェ車レスキュー活動要領】 

■海外自動車メーカー 

https://www.audi.co.jp/jp/web/ja/accessory_service/info_top/hybrid_rescue.html
https://www.audi.co.jp/jp/web/ja/accessory_service/info_top/hybrid_rescue.html
https://www.streetscooter.com/wp-content/uploads/2020/06/%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB.pdf
https://www.streetscooter.com/wp-content/uploads/2020/06/%E3%83%AC%E3%82%B9%E3%82%AD%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%9E%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%82%A2%E3%83%AB.pdf
https://www.tesla.com/jp/firstresponders
https://aos.bmwgroup.com/web/oss/service
http://web.volkswagen.co.jp/afterservice/etc/care.html
https://www.porsche.co.jp/recallinformation/2015-11-10/
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参考 メルセデス・ベンツ日本株式会社が救助カード閲覧用 

「レスキューQR コード」を世界で初めて導入 

 

交通事故等の緊急の際、車両のドアに貼り付けられた「QRコード」を読み込むこと

で、車両情報「救助カード」をオンラインで閲覧することができる。乗員の救助に必

要な情報を早く正確に得ることができ、乗員の安全かつ迅速な救助活動につながる。

2014 年 2月 1日以降に日本国内へ出荷する車両に順次提供されている。 

 

   
 

この「QRコード」は、給油口フラップ裏側と給油口の反対側のドアを開けたボディ

側の 2箇所（同時に激しく損傷を受ける可能性が低い 2箇所）に貼付されている。 

          

  

ボルボ・カー・ジャパン（株） 

 

http://www.volvocars.com/jp/about/our-company/phev-rescue 

（主な対象車種）XC90 T8、XC60 T8、V90 T8、V90 T6、V60 T6, V60 T8、S60  

【トップページ⇒ブランド⇒PHEV レスキューサービスガイドライン⇒レス

キュー活動要領】 

メルセデス・ベンツ日本（株） 

 

https://www.mercedes-benz.co.jp/passengercars/being-an-

owner/activity/quality-detail/rescue-nav.module.html#救急活動の手

引き 

（主な対象車種）ハイブリッドモデル各種（プラグインハイブリッド含む）、

スマート エレクトリック・ドライブ 

【⇒サービス⇒メルセデスの活動をもっと知りたい方へ⇒アフターサー

ビスクオリティ⇒レスキュー⇒救急活動の手引き、救助カード、レスキュ

ーQRコード】 

http://www.volvocars.com/jp/about/our-company/phev-rescue
https://www.mercedes-benz.co.jp/passengercars/being-an-owner/activity/quality-detail/rescue-nav.module.html
https://www.mercedes-benz.co.jp/passengercars/being-an-owner/activity/quality-detail/rescue-nav.module.html
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参考資料４ 先駆的な消防本部等の取組みの紹介 

① 兵庫県下消防長会救助技術研究会 ＜ 平成 26年度交通救助作業部会 ＞ 

兵庫県下消防長会救助技術研究会は、兵庫県下における救助隊員の技術の向上のため

平成 21 年に設立され、毎年様々なテーマで作業部会を立ち上げて救助技術の研究を行

っている。 

平成 26 年度は「交通救助」を題材に、大型バスや大型トラック等、活動困難が予想

される車両におけるアプローチについて検証、また、近年増加傾向にあるハイブリッド

車及び電気自動車に対して、県下で共通した知識及び活動方針を共有するため、基本的

な知識について研究を実施した。 

 

 
 

 

＜目次＞ 

１ 作業部会研究対象 

（１）交通事故分析 

（２）消防活動分析 

（３）研究対象概要 

２ 訓練使用車両及び資機材 

（１）使用車両 

（２）使用資機材 

（３）検証訓練使用車両 

３ 検証訓練 

（１） バス 

（特性、破壊、牽引、吊り上げ、持ち上げ） 

（２） トラック 

（特性、破壊、牽引、吊り上げ、持ち上げ） 

４ ハイブリッド 車 ・電気自動車 

（１）ハイブリッド車・電気自動車とは 

（２）ハイブリッド車・電気自動車の危険性について 

（３）現場活動要領 

（４）ハイブリッド車・電気自動車の見分け方 

（５）危険区域の設定 

（６）二次災害の防止 

（７）高電圧遮断方法 

（８）作業手順 

（９）関連資機材 

５ 救助活動事例 

【表紙】 

【抜粋】 
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② レスキューデイズ：rescue DAYS.JP 

 

防災用品の専門会社である船山株式会社が、新潟県長岡市で全国の消防職員を対象

に、レスキューツールの WEBER社の協力を得て、車両救助トレーニングイベントを開

催している（後援 長岡市、長岡市消防本部）。このイベントは 2012 年から始まり、

これまでに８回開催し、延べ約 1500人の消防職員が参加（参加費あり）している。 

イベント内容は、大型油圧器具（レスキューツール等）の取り扱いや事故車両から

の救出方法についての講義、実演講習等といった充実したプログラムとなっている。 

また、実車を使用した貴重な訓練機会でもあることから、日本全国各地に加えて、

国外からの参加者も増えてきている。 

 

＜主なプログラム（2019年開催・2020年開催中止）＞ 

理論：  新型車両、特殊車両のテクノロジー 

Station 1：車両解体の技術と知識  

Station 2：側面衝突事故 

Station 3：横転事故 

Station 4：大型車両（トラック）の救助における知識 

 

（参考 URL）https://www.funayama.co.jp/rescuedays/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.funayama.co.jp/rescuedays/index.html
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